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経営 戦廿喀と リーダーシップ (3) 
一一民間放送会社のタイプ 別調査にもとづいて 一一 

奥 村 恵 一 

VII1.  経営戦略策定のねらいと 経営目標 

1.  経営戦略策定のねらい・ 動機 

(1) 「経営戦略策定のねらい・ 動機」の民放 

社 全体の回答結果 

第 13 問は ， く 経営戦略策定のねらい・ 動機 ノ 

について質問したものであ る・その結果は ， 次 

のようになっている． 

第二に重視するもの・①営業力の 増強 22 社 

(26.5%), ②販売市場の 確保とシェア・アップ 

17 社 (20.5%), ③スポンサ一の 確保 13 社 (15,7 

%), ④視聴率のアップ 8 社 (9.6%), ④視聴者 

に対する良質番組の 提供 8 社 (9.6%). 

第 2 に重視するもの・①営業力の 増強 17 社 

(20.5%), ②視聴率のアップ 14 社 (16.9%), 

③販売市場の 確保と シ，ア ・アップ 12 社 (14.5 

%), ④スポンサ一の 確保 9 社 (10.8%), ⑤視 

聴者に対する 良質番組の提供 8 社 (9.6%). 

第 3 に重視するもの・①経営管理体制の 整備 

17 社 (20.5%), ②視聴者に対する 良質番組の提 

供 10 社 (12.0%), ③営業力の増強 9 社 (10 ． 8 

%), ③新規事業の 展開 9 社 (10.8%), ③制作 

体制の強化 9 社 (10.8%). 

(2) 「経営戦略策定のねらい・ 動機」につい 

てのタイプ別分析 

㈹ ラジオ・テレビ 兼営単独 

ここで，上記「第 1 に重視するもの」を ， 民 

放 社 0 タイプ別に分析することにしょう．表 25 

にょ れば， まず， ラ ・ テ 兼営単独で特に 目立つ 

ことは， V 局が「販売市場確保と シ ， ア ・アッ 

プ」 ( 為 ・ 8), 「視聴率のアップ」 (28.8%), お 

よび「視聴者に 対する良質番組の 提供」 ( 囲 ． 8%) 

を強調し， これに対し U 局が「販売市場確保 

と シ ， ア ・アップ」 (20.0%) に加え， 「営業力 

の 増強」 (33.3%) および「スポンサ 一の確保」 

(20.0%) に力点を置いていることであ る，大旨 

いいうることであ るが， V 局は，すでに 確立さ 

れた体制での 市場確保・シェアアップ・ 視聴者 

サービスを意味し ， U 局は， これから新たに 営 

業体制を促進・ 確立する意図を 示している．後 

者の「営業力の 増強」は，表にはないが 開局年 

別で， 40 ～ 49 年 (33.3%), 50 ～ 59 年 (31.6%), 

および 60 年以降 (40.0%) の会社に多い． 

(2) 営業収益，当期利益，および 従業員 

これと同様な 項目について ， 1 つめ 傾向があ 

る，すなわち ，確立された 市場での動機を 意味 

する「視聴率のアップ」 (18.8%) と「販売市 

場の確保と シ，ア ・アップ」 (25.0%) は，営 

業収益「 大 」の段階において 最も高い． とく 

に，前者の「視聴率のアップ」は ， 表にはない 

が 税 弘前当期利益 (25.0%) と従業員 (18.8%) 

についても， 「 大 」の段階で最も 多い． 

これに対して ， これから確立する 市場での動 

機を示す「スポンサ 一の確保」と「営業力の 増 

強」は，営業収益の「 中 」 (15.8%, 42.1%) と 

「中丁」 (40.0%, 20.0%) で，高い比率を 示し 

ている・ とくに，後者の「営業力の 増強」は， 

表 25 のごとく 2 極 分化 ( 「 中 」 42.1%0 と「 小 」 

36.4%) するのであ り，他方 表 にはないが当期 
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表 25 経営戦略策定のねら ぃ ・ 抽捷 く 1 位 ノ 
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利益でも， 「 中 」 (50.0%) と「欠損」 (53.3%) 

で最も高い． 

これらの関係は ， モデル化することができ 

る・すなわち ， 「欠損」や「 中 」規模の会社は ， 

「営業力の増強」と「スポンサ 一の確保」に カ 

を 入れ，経営基盤の 確率を図る努力をする．経 

営の規模や活動が 大ぎくなるに つ れて，市場も 

確立し， 「視聴率のアップ」と「販売市場の 確 

保と シ，ァ ・アップ」をねらいとする． あ わせ 

て ， 「視聴者に対する 良質番組の提供」も 動機 

とするのであ る ( 営業収益「 大 」 18.8%). 

この大規模モデルを 地域別に見れば ，表 25 の 

ごとく東京， 関東・甲信越・ 静岡， 近畿であ 

り， 中 ・小規模モデルは ，北海道・東北， 中部 

・北陸，中国・ 四国，および 九州・沖縄であ る 

ということになる． 

これらの行動指標 は ，民放 社 にとって重要で 

あ り， このことは「第 2 に重視するもの」で 同 

じ 項目を見るときに 明らかとなる．それは ，営 

業力，視聴率，市場シェア・ ア，プ ， スポンサ 

ーといった要因が 同時に重視されているのであ 

る・ 

2.  経営戦略策定の 経営目標 

(1) 「経営戦略策定の 経営目標」についての 

民放 社 全体の調査結果 

問 w4 は ，く 経営戦略策定の 経営目標 ノ につい 

て尋ねたものであ り，民放 社 全体の回収結果 

は， 次のとおりであ る． 

第 1 に 重視するもの・①売上高 ( 収益 ) の増 

加 39 社 (47%), ②利益の増加 23 社 (27.7%), 

③売上高利益率の 維持と増大 6 社 (7.2%). 

第 2 に重視するもの・①売上高 ( 収益 ) の増 

加工 6 社 (19.3%), ①利益の増加 16 社 (19.3%), 

③売上高利益率の 維持と増大 15 社 (18.1%), ④ 

一人当りの利益・ 付加価値の増大 14 社 (16.9 

%), ⑤付加価値の 増加 m1 社 (13.3%). 

第 3 に重視するもの・①一人当りの 利益・付 

加価値の増大あ 社 (30.1%), ②売上高利益率の 
維持と増大 9 社 (10.8%), ③一人当りの 売上高 

の 増大 7 社 (8.4%), ③番組当りの 利益・付加 

価値の増大 7 社 (8.4%), ⑤利益の増大 6 社 

(7.2%), ⑥付加価値の 増大 5 社 (6%), ⑥番 

組当りの売上高の 増大 5 社 (6%). 

(2) 「経営戦略策定の 経営 目挫 」についての 

タイプ別分析 

㈹ ラジオ・テレビ 兼営単独 別 

経営目標の中心となる「売上高か 利益 か 」の 

問題は， 「成長か収益性 か 」の問題として ， 産 

業界における 中核的テーマであ る．利益があ っ 

ても，業界で 売上高がトップになれないときに 

は， リーダーとして 号令をかけ ろ わけにはいか 

ない・ また，社内的にも 売上高が伸びないとき 

には，配分するパ イ が大きくならず ，何かと 経 

営 がむずかしい． 

民放 社 全体では， 「売上高の増加」 47% に対 

して，「利益の 増加」 27.7% であ り，成長志向 

の姿勢が強いといえよう．表 26 によって ， ま 

ず ， ラ ・ テ 兼営単独のタイプ 別に， 「売上高の 

増加」と「利益の 増加」の差額を 見ると，次の 

とおりであ る・ ラジオ 45.4% (63.6% 一 18.2 

%), V 局 42.8%(57.1% 一 14.3%), U 局 26.6 

%  (53.3% 一 26.7%), そして兼営周一 20.9% 

(20.8% 一 417%). プラスは「売上高の 増加」 

が多く，マイナスは「利益の 増加」が多い・ ラ 

、 ジオ は，利益よりも 売上高の増加に 大きな力を 

入れており，市場開拓の 意欲と状況が 伺われ 
る ・ これに対して ，兼営 局は ，マイナスの 数値 

から見て，利益に 力点を置いていることがわか 

るが，拡大のあ との合理化を 目指し，それだけ 

安定期に入っていると 見て よ いであ ろう． 

(2) 地域別 
地域で目立っのは ，東京であ る．東京だけは 

利益志向が多 い ( 一 %.6%0 二 14.3% 一 42.9%). 

また社数が 7 社と少ないが ， 「売上高の増加」 

と同じ 14.3% の比重で， それぞれ「売上高利益 

率の維持と増大」，「一人当りの 利益・付加価値 
の 増大」， および 「一人当りの 売上高の増大」 

を指標としている． 前 二者は「利益」志向，後 

者は「売上高」志向であ る・ 
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表 26 経営戦略策定の 
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(3) 営業収益別   売上高と利益 
営業収益の「 小 」の会社は， 「売上高」志向 

であ り， 「 大 」の会社は「利益」志向であ って ， 

ほ ばこの傾向が 次のように見られる．すなわ 

ち， 「 小 」 63.6%  (72.7 一 9.1%), 「中丁」 60 ・ 0 

%  (70.0% 一 10.0%), 「 中 」 31.6%  (57.9% 一 

26.3%), 「中上」 一 3.9%  (34.6% 一 %.5%), 

および「 大 」 一 6.3% (25.0% 一 31.3%) であ る・ 

一般に「 小 」の会社は所有者志向で 利益重視で 

あ ると仮説が立てられ ， 「 大 」の会社は経営者 

志向で売上高重視であ ると仮定されているが ， 

結果は上記のように 逆であ る・ 逆 となっている 

理由はどこに 見られるのであ ろうか・一つは ， 

一定の利益が 出るまでは，あ る水準の売上高が 
必要とされることであ ろう．あ る水準の売上高 

に達するまでは ，利益よりも 売上高を志向し 
あ る水準の売上高に 達した場合は ，売上高より 

も利益を目標とするのであ る． これが売上高と 

利益とが本来もっている 相互関係についての 論 

理であ る． このさい， 「 小 」の「個人」 ( 筆頭株 

主 ) の企業は，純粋な 家族企業ではなく ，すで 

に近代企業に 達しており，他方「 大 」の会社も 

経営者官僚制を 脱皮して市場メカニズム ( 利益 

志向 ) を目標としているのであ る．後者は，利 

益のない売上増の 無効部分を熟知しているので 

あ る．営業収益のこの 傾向は，従業員について 

もほ ば 同様に伺 う ことができる・ 

(4) 当期利益 別   利益と売上高 
以上は，営業収益を 基準として売上高と 利益 

の問題を検討したが ，次に利益を 基準として売 

上高と利益のテーマを 見ることにしょう・ 利益 

の「 小 」から「 大 」へと目を向けると ， 「欠損」 

26.6%0(53.3% 一 26.7%),  「 小 」 36.3%  (54.5% 

一 18.2%),  「中丁」 33.3%  (58.3% 一 25.0%), 

「 中 」 50%  (62.5% 一 12.5%),  「中上」 一 12.5% 

(33.3% 一 45.8%),  「 大 」 33.3%  (41.7% 一 8.3 

%)  となっている・ ( プラスは「売上高の 増加」 

が 「利益の増加」よりも 多く，マイナスはその 

道 であ る． ) 

これを見ると ，利益が小から 大へ移っても ， 

利益志向が大ぎくなるということはない．むし 

ろ，少しづつ ，売上高志向が 増大している．」 

たん， 「中上」で利益志向となるものの ， 「 大 」 

で再び売上高志向へと 向かい， またマルチ目標 

をもねらっている． 

その理由は ， 何とも説明がつきにくいことで 

あ るが， 要は， 「売上高と利益との 相互関連性 

と二律背反性」に 拠るとしか， いいようがな 

い．つまり，前述の「売上高が 大ぎくなるにつ 

れて利益志向が 増大する」ことに 符合して， 

「利益が増大するにつれて 売上高志向が 増大す 

るないし一定値を 保つ」といい 5 6. しかし 

「中上」の利益志向 一 12.5 をどのように 説明し 

たらよいのであ ろうか． 

それは，営業収益や 従業員数が大きい 場合に 

現われた利益志向の 会社が， この利益「中上」 

段階で出現したのにすぎないのであ ろうか．利 

益「中上」で「利益の 増加」を志向した 45.8%, 

Ⅱ 社と ，利益「 大 」で「売上高の 増加」を志向 

した 41.7%, 5 社が ， 気になるところであ る． 

(5) 異なるタイプを 含む場合の売上高と 利益 

まず，利益「中上」は ， 「売上高の増加」の 

8 社と「利益の 増加」の 11 社とに区分できる． 

前者 8 社の特徴は，兼営 局 t 社， U 同 7 社，資 

産総額「 中 」 4 社， 「中上」 4 社，営業収益「中 

上」 6 社など，従業員「 中 」 5 社など，テレビ 

ネット系列 CX4 社などであ る・後者 11 社の特 

徴は，兼営 局 7 社・ U 局 2 社・ラジオ 2 社， 資 

産 総額「中上」 5 社など，営業収益「中上」 5 

社など，従業員「 中 」 3 社・「中上」 4 社・「 大 」 

3 社など， テレビネット 系列 TBS 5 社などで 

あ る・前者 ( 売上高志向 ) ほ ， CX 系列が多く ， 

中ないし中上の 規模・活動をもち ， U 局が中心 

となっている．利益は「中上」であ りながらも 

「売上高の増加」を 目標とするのは ，営業収益 

の「 大 」に達していず ，一層の営業活動が 求め 

られているためであ ろう． これに対して ，後者 

( 利益志向 ) は， TBS 系列が多い， 「中上」な 

いし「 大 」の規模・活動をもち ，兼営 局 が中心 

となっている．利益が「中上」であ るがさらに 
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  「利益の増加」を 目標とするのは ，設備や従業 

員が多いため ，一層の合理化が 求められている 

と考えられよ う ． 

次に， 当期利益「 大 」の会社を分析すること 

にしよう． これらの会社は ， 「売上高の増加」 

5 社， 「利益の増加」 1 社， および「マルチ 目 

標」 5 社から成り立っている． ここで，前者の 

5 社と後者の 5 社の内容を見ることにしよう・ 

真中の 1 社 は ，大規模兼営 局 であ って「利益の 

増加」を目標とするので ，上述のところと 同 

じであ る． さて，前者 5 社は， ANB 系が多く 

「 大 」の規模・活動をもち ， V 局が中心となっ 

ている． 「利益」が最大であ るがために，二律 

背反的に「売上高の 増加」を求めている． これ 

に 対して， 後者は， 「 大 」の規模・活動をもっ 

ていること以外，特に 特徴はない． 「利益」も 

大きいので，マルチでよりきめの 細かい目標を 

目指しているといえるであ ろう・ 

要するに，利益「中上」の 成長 ( 売上高 ) 派 

は一層活発な 営業を求める U 局が中心であ り， 

利益「中上」の 利益派は一層合理化を 求める兼 

営 局 であ り，そして利益「 大 」の成長派は 二律 
背反的に売上を 求める v 局が中心であ る・ さら 

に ，利益「 大 」のマルチ派は 規模・活動の 大き 

な会社がきめ 細かい基準を 求めているといって 

よい． ここに，「成長村利益」の 基準論争につ 

いては， これを一般化することの 困難さがあ 

り ， タイプ別分析の 必要性を感じるのであ る・ 

タイプ ( 条件 ) が相当に異なるグループを 超え 

て，一般仮説を 貫 ぬ くことはこのさい 困難で無 

意味であ るとさえい かぅ るであ ろう・ 

(6) テレビネット 系列 別 

表を掲げなかったが ，テレビネット 系列別に 

経営目標を検討しょう・ 売上高志向の 高いもの 

から低いもの ，すなわち利益志向の 低いものか 

ら高いものへと 並べると次のとおりであ る・ 

ANB  66.7%  (77.8% 一 11 ユ %), C  XS0%  (60.0 

% 円 0.0%),  NTV  31.6%  (42.1% 円 0.5%), 
泉城 U  局 放送 0%0  (33.3% 一 33.3%),  TBS 一 

42.9%  (21.4% 一図・ 3%),  およびテレビ 東京系 

利一 100%0(0% 一 100%0) となっている．結果が 

こ う なっている理由の 1 つほ ，前述のところか 

ら， CX は U 局 ， TBS は兼営 局 ， ANB 十ま V 局 

を多く含んでいることに 拠っている． 

(,) 筆頭株主刑 

最後に，表に 掲げなかったが ，筆頭株主刑。 こ 

経営目標を見ることにしよう．売上高志向の 高 

いものから低いものへと 記してみよう・ 地方公 

共団体 45.4%(63.6% 一 18.2%), 複数株主 28.5 

% 。 (57.1% 一 28.6%), 一般株式会社 26.7%(46.7 

% 一 20.0%), 個人Ⅱ・ 3%4(2.9% 一羽・ 6%), 

新聞社 0% は 0.0% 一 40.0%), および放送会社 

一 40%  (0% 一 40.0%) となっている・ 

ここで，地方公共団体はラジオと U 局 ，複数 

株主は U 局に多い・一般株式会社は 兼営 局に ， 

個人はラジオと U 局に，新聞社は 兼営 局と V 局 

に，そして放送会社は 兼営 局と U 局に多い・そ 

れぞれが二つのタイプを 含んでいるので 相殺さ 

れ ・ た 効果をもっ．なお ， ここでの個人は ，家族 

企業の利益志向と 異なる目標をもっことがわか 

る 

IX. 結営 理念のいろいろ 

1.  「経営理俳のいろいろ」についての 民放 社 

全体の回答結果 

民放 社 に対しては，公共性， ジャーナリズム 

性，視聴率，企業性など 多くの要請がなされ ， 

そのため民放社の 経営理俳は，単純でなく 各種 

のものが複合している．われわれは ， 問 15 とし 

て，経営理俳の 各種について 13 の仮説を設け ， 

これに賛成かどうか 5 段階の回答を 求めた． 

( 前号楠木アンケート 調査を参照、 されたい 力 

民放社からの 回答結果は次のとおりであ る・ 

集計・整理に 当っては，肯定度を A, B, C3 

つの種類の基準から 算定し これによって 理念 

を順序づげた．括弧内に A, B, C の肯定度の 

数値を記入した・ このさい A の肯定度は， 「否 

定」 1, 「どちらかといえば 否定」 2, 「中間」 

3, 「どちらかといえば 肯定」 4, および「肯 

定」 5 によって計算したものであ る・ B の肯定 
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表 27 ]. 合理化のために 綿 集権 を手推すことはできない 

全 体 

ラジオ・テレビ 兼営単独 

兼営 局 

テレビ (VHF) 

テレビ (UHF) 

数
 

総
 

83 
Ⅰ 00 ・ 0 

24 
100 ， 0 

7 
100     

30 
Ⅰ 00 ・ 0 

否 どい 中 どい 

えゴ ちら ー えゴ ちら ー 

か否 か 青 
定 と定 間 と定 

9   

    
    

ⅠⅠ 3 
4. 2 12.5 

      
      

1.1 

14.3 
  
  

ⅡⅠ 2 4 
3.3 6.7 13.3 

ラジオ     
    

コ Ⅰ 22 Ⅰ 00.0 一一 4. 5 

地 域 

北海道・東北 

東 京 

:; 東 ・甲信越・静岡 

中部・北陸 

近 畿 

中国・四国 

九州・沖縄 

営業収益 

10 億円未満 

10 億円以上 25 億円未満 

25 億円以上 駒 億円未満 

5(@ 億円以上 100 億円未満 

100 億円以上 

  

14       
    

I.l 

100.0   7.1 
7       

      
ⅠⅠ 

100.0 14.3 

13     
    

2 Ⅰ ユ 

100.0 15.4 7.7 
9       

      
2 

100.0 22.2 

8       
      

五 Ⅰ 

Ⅰ 00.0 12.5 

16       
      

2 
100.0 12.5 
16   1.1 I.l 

  
I.l 

100.0 6,3 6.3 6.3 

11 
Ⅰ 00.0 

Ⅰ 0 
100 ・ 0 

19 
100 ・ 0 

26 
1 ㎝ ， 0 

16 
100.0 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  
  
  

一
一
一
一
 

  
  
  
  

3 
15.8 
  
  
  
  

4
4
 
3
8
 

5
 
8
 

1
.
1
 
1
.
1
 

1
.
1
 

度は ， それぞれを， 一 2, 一 1, 0, ェ ， および 

2 として算出した・ また C の肯定度は， B のケ 

イス の符号を逆にし 会社数で除した 平均値 

( 表 27 以降で見るごとく ) であ る． C の場合は， 

マイナスの数値が 大きいほど，肯定度は 高い． 

① 1 番組編集権 (3977. 143, 一 1.78), ② h 文 

  

化 向上 (388,  139,  一 1.67),  ③ e 倫理性 (375. 

127,  一 1.53),  ④ 9  ケースバイケースの 収益性 

と公共性 (372,  123,  一 1.48),  ⑤ b  公共性尊重 

(359,  Ⅱ 0 ， 一 1.33),  ⑤ d  視聴率 (359,  110 ， 

一 1.33),  の c  ジャーナリズム 性 (320,  71, 

一 ㏄ 86),  ⑧ a 利益追求 (314,  68,  一 0 ・ 83), 
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表銘 h, 番組の放送を 通じて文化の 向上に役立つ 

  不           平 否 どい 中 どい 
  

日 目 不           平 

ち ぇ ち ぇ 
          均 らば らば         均 

か否 か 青 
定 明   櫃 定 と定 間       と定 定   明           値 

70     
Ⅰ I Ⅰ 3 ㎎ 61 一 1,67 

84. 3     1. 2 3.6 21.7 73. 5   

20   
83.3   
6   
85.7   
23   
76.7   
21   
95.5   

13   
92.9   
6 一 
85.7   
Ⅰ 0   
76.9   
7 一 
77.8   

7   
87.5   
14   
87.5   
13   
81.3   

一 1.79 

一 1.86 

一 1.63 

一 1. 95 

一 1.93 

一 1.86 

一 1.62 

一 1.78 

一 1. ㏄ 

一 1.88 

一 1.63 

Ⅰ
 2
 
 
一
一
 

4
 

一
一
一
一
 

一
一
一
一
 

  

  
  

ヰ土 1 
3.3 3.3 

    
    

1.1 

4. 5 

  

一
一
一
一
一
一
一
一
 

一
一
一
一
一
一
一
一
 

一
一
一
一
一
一
一
一
 

 
 

    一 
      
    2 
    12.5 

  
  

1.1 甘上 

6.3 6    3 

4 19 
16.7 79. 2 

2 5 
28.6 71.4 

8 20 
26.7 66.7 

4 17 
18.2 77.3 

2 12 
14.3 85.7 

4 3 
57. 1 42.9 

3 10 
23. 1 76.9 

1.1 8 
11. Ⅰ 88.9 

3 5 
37.5 62.5 

2 12 
12.5 75.0 

3 1 Ⅰ 
18.8 68.8 

  
  
  
  
  
  

  
  

  
  
  
  
  
  
  
  

  
  
  
  

  
  

一 1.75 

一 1.71 

一 1. 57 

一 1.73 

一 1.86 

一 1. 窩 

一 1.77 

一 1.89 

一 1.63 

一 1.63 

一 1.50 

一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
 

0
9
9
0
6
2
1
8
3
3
 
エ
 
・
 2
 
.
 

エ
 

1
 

㏄
㏄
 
M
 
 

㏄
㎝
 

一 1.91 

一 1. ㏄ 

一 1.68 

一 1.73 

一 1.81 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  
  
  

ヰ Ⅰ 

5.3 
  
  
  
  

一
一
工
 

3
1
8
 
 

一
一
 

5
 
3
 

2
2
 

工
 0
7
8
3
5
5
3
 

8
 
0
 
6
 
1
 
 

Ⅰ
 

Ⅰ
 

1
 
3
 
1
 
3
 

一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
 

8
7
9
0
0
6
2
6
 
1
8
 Ⅰ
 
上
 
・
 
り
乙
 
・
Ⅰ
Ⅰ
 

2
 
0
 
2
 
4
 
8
 

7
 
9
 
5
 
8
 
6
 

一 1. 64 

一 1. 的 

一 1.37 

一 1.81 

一 1.69 

⑨ f 収益性 か 公共性かの揺れ 動き (313,  ㎝， 

一 0 ・ 77),  ⑩ 五 娯楽性 (277,  為 ， 一 0.34),  ⑪ m 

自社制作番組 (253,  4,  一 0 ・ 05),  ⑫Ⅱ広告機 

能 (251,  5,  一 0 ・ 06),  ⑱ k  手間 ひま かけた 番 

組 制作 ( 袖 9,  3,  一 0.M). 

2.  「経営理俳のいろいろ」についてのタイプ 

別分析 

(1) 窩 集権 

第 t 位の肯定度をもっ 経営理俳は，編集権 に 

関するもので ， 1 く 民放会社は合理化のために ， 

番組制作を覚注することがあ っても．編集権 を 
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手 離することはできない ノ というものであ る， 

表 27 のごとく， ラジオで「編集権 を手離すこ 

とはできない」と 考える会社が 最も多いのは ， 

その ょう な危機感が強いのであ ろうか・他方， 

肯定度が少ないのは ， U 局であ り，これは 40 年 

代 ( 表にはないが 一 1.57) に多く開局され ，番 

組の自社制作は 比較的少ない・ U 局のように， 

自社制作が少ないときには ，制作権 はもとよ 

り，編集権 さえも疑問 祝 されるのであ ろうか・ 

編集権 確保の主張は 形式的に過ぎるとして ，全 

く少数であ るが「どちらかといえ ぱ 否定」する 

(1 社 ) ことさえ生じるのであ ろう・営業収益別 

に見ると， ⅡⅠと「中丁」では 肯定度が高い・ 

「 中 l, 「中上」および「 大 」でこれがいくらか 

低いのは，編集権 の主張が「 大 」などの制作局 

の番組制作と 必ずしもつながらないことを 意味 

するのであ って，興味深い・ 

(2)  文化向上 

第 2 位の肯定度をもつ 経営理俳は，文化向上 

に関するもので ， h く 民放会社 は ，番組の放送 

を通じて文化の 向上に役立っている ノ というも 

のであ る． 

表 28 に よ ると， 「番組の放送を 通じて文化の 

向上に役立っている」とするものは ，兼営 局 に 

多く， U 局において少ない・ これは，表には 出 

ていないが 40 年代の開局居、 で肯定度が低い ( 平 

均値一 1.57) ことと符合する・ 

営業収益別にこの 文化向上理念を 見る 

と ，「中丁」で 多く ( 一 1.90), 「 中 」で少ない 

( 一 1.37). その理由を知るために ，前者 10 社の 

構成局を調べてみると ， U 同 4 社そしてラジオ 

6 社であ る・後者 19 社の構成は，兼営 同 2 社， 

V 局 l 社， U 局 14 社，そしてラジオ 2 社であ 

る．「文化向上」の 肯定が少ない 後者について ， 

「肯定」以覚の 箇所にチェックしている 会社 9 社 

は，兼営 局 2 社， U   局 6 社，そしてラジオ 1 社で 

あ る． 回収されたアンケートを 見ると， U 同 6 

社は ，文化向上理念の「肯定」に ヲヱック をし 

ていないことが 判る． 前 間の編集権 の問題と併 

せて， U 局は，既成の 理念をそのまま 肯定せず 

に 疑問を投げかけている よう であ る・それと か 

らのも， U 局は，放送形態や 条件が既成のもの 
と 違 5 面が少なくないからであ ろう・ 

(3)  倫理性 
第 3 位の肯定度をもつ 経営理俳は，倫理性に 

関するもので ， e く 民放会社は， 倫理性を守 

り，番組の適正化に 努めるべきであ る ノかど 5 

かを問 う ている． 

表 29 に よ ると， この倫理性についても ，倫理 

性を強く主張していないという 点で， U 局 

( 一 1.37) がクローズアップされる・ これは開局 

年 040 年代 ( 表にはないが 一 1.29) と合致する・ 

これに対して ， V 局 ( 一 1.86) は倫理性が強い・ 

地域別にい うと ，倫理度の高いのは 北海道・ 東 

北 ( 一 1.79), そして低いのは 九州・沖縄 ( 一 

1.31) であ る． 

当期利益に関して 倫理肯定度を 見て興味あ る 

のは， 「欠損」の会社 (15 社 ) で倫理 度 が高く 

Ⅰ 1.73), すぐ上の「 小 」 (11 社 ) の利益の会社 
で低い ( 一 1.18) ことであ る・ これはタイプ 別 

の相違というよりも ，会社別の違いに 基づいて 

いる よう であ る．すなわち ，「欠損」 15 社 ( 倫理 

度高 ) の構成は， U 局 5 社とラジオ仕丁 0 社で ， 

ラジオ社が比較的多いことが 注目される・ これ 

に対して，利益「 小 」Ⅱ 社 ( 倫理 度低 ) の構成 

は，兼営同 1 社， U 局 5 社，およびラジオ 5 社 

であ り， とくに「肯定」をチェックしなかった 

7 社は， U 局 4 社とラジオ 3 社となっている・ 

前者と比べると ，後者はラジオが 減っているも 

のの， 掛ま 同じ構成になっている・ 

ただ・表に示さなかったが ，筆頭株主別に 見 

ると，前者の 15 社 ( 高 倫理肯定度 ) は，個人 4 

社 と地方公共団体 4 社などとなっているが ，後 

者 7 社 ( 低 倫理肯定度 ) は，地方公共団体 3 社 
などで個人が 見られない・ 結局，「欠損」と 利 
益「 小 」との関係で 倫理性について 低い肯定度 

の会社は， U 局により多く ，そして地方公共団 

体 ( 筆頭株主 ) に一層多く見られる・「欠損」社 

で倫理性の肯定度が 高いとい 5 問題は ， 考える 

べき事柄を多く 含んでいる・ 
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表 29  e. 倫理性を守り 番組の適正化に 務めるべきであ る 

全 体 

ラジオ，テレビ 兼営単独 
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テレビ (UHF) 
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九州・沖縄 

税別前当期利益 

欠 損 

1 億円未満 

1 億円以上 3 億円未満 

  3 億円以上 5 億円未満 

5 億円以上 10 億円未満 

l(M 億円以上 

数
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      3  11  一 一 1.79 
    一 21.4  78.6  一 

      3 4  一 一 1.57 
    一 42. 9  57. 1  一 
    2 3 8  一一 一 1.46 
    15.4  23. 1  61.5  一 
    Ⅰー ム I.I 7  - 一 一 1. 67 
    11. 1  Ⅱ． 1  77.8  一 
    Ⅰ・ 上 2 0@ - - 一 1.50 
    12.5  あ ． 0  62.5  一 

    3 2  11  一 一 1.50 
    18.8  12.5  68.8  -- 

  Ⅰ 上 ヰよ 6 8  一一 一二． 31 
  6.3  6.3  37.5  50.0  一一     
    1.1 2  12  - 一 一 1.73 
    6.7  13.3  80.0  - 一 

    2 5 4  一 一 1. 18 
  一 18.2  め ． 5  36.4  一 
    2 I.I Q  _ 一 一 ， 1.58 
    Ⅰ 6.7  8.3  75.0  - 一 

      2 6  一 一 1.75 
      25. 0  75.0  一 

  1.1 1.1 6  16  一 一 1.54 
  4.2  4.2  25.0  66.7  一 
    1.1 4 7  一 一 1.50 
    8.3  33.3  58. 3  - 一 

(4) 収益性と公共性の 問題 

収益性と公共性の 問題については ，次の 4 つ 

があ り， これを一括して 取扱 う ことにしたい． 

すなわち， a く 民放会社は，企業であ る以上， 

利益の追求が 第一であ り， このことが社会的責 

任の遂行にほかならない ノ， b く 民放会社は企 

業であ るといっても ，無線局としての 認可があ 

る以上，公共性を 重んじなければならない ノ ， 

f く 民放会社は，収益性と 公共性のあ いだで， 

いつも揺れ動いているのは ，性格上当然であ 
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るノ ， また， 9 く 収益性と公共性の 問題は， ケ 

ース " ィ ケースで良識をもって 臨んでいる ノ ． 

そして，肯定度は ，前述のごとく ， a 利益追求 

(8 位， 314. 68, 一 0 ， 83), b 公共性尊重 (5 

位， 359, Ⅱ 0 ， 一 1.33), f 揺れ動き (9 位， 

313, 64, 一 0 ・ 77), そして 9 ケースバ イ ケース 

(4 位， 372. 123, 一 1,48) となっている． 

この肯定度から 簡単な結論をいえば ，民放 社 

は ，利益追求と 公共性とでは ，公共性の方を 一層 

重んじており ， また両者の間で 揺れ動くという 

よりもケースバイケースで 良識をもって 臨んで 

いるほうが多いということであ る． 

(a)  利益追求 

さて， タイプ別分析として 利益追求の問題に 

入るならば，表 30 で U 局は，前項のところから 

倫理性肯定度が 低いが， これに対応して 利益追 

求を第一とする 会社が一番多い ( 一 1.03). 地域 

別には，東京がむしろ 否定的 (0.14) であ るこ 

と ，九州・沖縄が 肯定度が一番 ( 一ェ ．㏄ ) であ 

ることが日を 惹 く ・また，開局年度が 新しくな 

るほど， 「利益追求第一」の 肯定度が高くなる 

ことも興味あ るところであ る． (20 ～ 29 年 

一 0 ・ 25, 30 ～ 39 年 一 0 ・ 70 ， 40 ～ 49 年 一 0 ・ 81, 50 

～ 59 年 一 1.00, 60 年度一 1.20). そして，経営の 

規模・活動で 見ると，大旨，規模・ 活動の大き 
いところで肯定度が 低く ( たとえば， 当期利益 

「 大 」では 一 0.27), 中間で高く ( たとえ ぱ ，当 

期利益「 中 」で 一 1.13), また利益限界で 高く 

( たとえば， 「欠損」と「 小 」で各一 1. ㏄ ) なっ 

ている・回答は ，成果の大小の 余裕と厳しさ ， 

独占的地位，競争の 激しさなどを 反映している 

ものと思われる． 

利益追求肯定度の 順に， テレビネット 系列と 

筆頭株主を並べると 次のとおりであ る．①泉 

城 U 局 放送 一 1.2, ② NTV 一 l.0 ，②テレビ東 

京系列 一 1.0 ， ④ Cx 一 0 ・ 9, ⑤ ANB 一 0 ・ 8, 

⑥ TBS 一 0 ・ 5. 次いで，①個人一 ェ ・ 1, ②複数 

株主 一 1.0 ，③新聞社 一 0.8, ③放送会社 一 0 ・ 8, 

⑤地方公共団体 一 0 ・ 7, ⑥一般株式会社 一 0 ・ 6. 

後者の筆頭株主については ，倫理性の箇所と 違 

い ，個人が同族会社の 発想のごとく 1 位になっ 

ていること，地方公共団体が ，その性格により 

5 位になっていることが 注目される． 

(b) 公共性尊重 
表 31 によれば，公共性尊重についての 肯定度 

が 最も高いのは ，兼営 局 ( 一 1.46) であ り，最も 

低いのは， V 局 ( 一 1.14) であ る．兼営 局は ，伝 

統的な考え方が 強いというべぎであ ろう．とこ 

ろで，兼営 局は ，利益追求についても ， 2 位の 

肯定度 ( 一 0 ・ 78) をもっている・ 兼営 局 には， 

利益追求「肯定」 7 社と公共性尊重「肯定」 穏 

社 があ る・それでは ，この相反する 理念の両者 

に同意した会社が ，何社ぐらいみられるのであ 

ろうか・それは ， 6 社であ り，重要な理俳とし 

て 両者は両立すると 考えているのであ る． 

地域別に公共性尊重を 見ると，肯定度は ，北 

海道・東北が 高く，東京が 低い．東京は ，利益 
追求についても 肯定度が低く ，一定の理念に 明 

確な 肯定をすることを 避けているよ う であ る． 

このことは，経営規模・ 活動の大きい 会社 ( た 

とえば，当期利益「 大 」公共桂一 1. ㏄，利益追 

求 一 0 ・ 27) についてもいいうることであ る． 

経営規模・活動に 関連して，公共性尊重の 肯 

宏度には，明確な 傾向はない．そこで ，テレビ 

ネット系列別と 筆頭株主別にこれを 見ると次の 

とおりであ り，その結果はわれわれが 一般に推 

測するところと 大旨合致している・ ① NTV 一 

1.4, ① TBS 一 1.4, ① ANB 一 1.4, ④泉城 U 

局 放送 一 1.3, ⑤ CX 一 1.2, ⑥テレビ東京系列 

一 1.0 ・次いで，①新聞社 一 1.6, ②地方公共団 

体 一 1.5, ③個人一 1,3, ③複数株主 一 1.3, ⑤放 

送会社 一 1.2, ⑤一般株式会社 一 1.2. 

( 。 ) 収益性と公共性とのあ いだでの揺れ 動 

き 

私企業としての 収益性と行政認可に 拠る公共 

性とは，二律背反の 原理であ り， この間で経営 

者が揺れ動いたり ， ケイスバイケイスで 臨むこ 

とは，十分あ り ぅ ることであ る． ところで，表 

32 で見るかぎり ，揺れ動いたり ， ケ イス バイケ 

イスで臨むことが 多い会社は，利益追求および 
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表 32 f. 収益性と公共性のあ いなで揺れ持くのは 当然であ る 
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公共・ 珪 尊重を決めていない ， といえそうであ 

る．それぞれを 確定していないから ，揺れ動く 

のであ る．すなわち ， ラジオは， 「揺れ動くの 

は当然」Ⅰ 1.05), 「ケースバ イ ケースで臨む」 

( 一 1.86) と第 1 の肯定度をもち ，他方兼営 局 

は ， 「揺れ動くのは 当然」 ( 一 0 ． 63), 「ケース " 

イ ケースで臨む」 ( 一 1.29) と 1 番低い肯定度 

をもっている・ ところが，前者のラジオは ，利 
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益 追求 ( 一 0.68), 公共性尊重 ( 一 1.18) では 肯 れ 動くのは当然」の 肯定度が一番低い ( 一 0 ・ 57). 

宏度がそれぞれ 3 位であ り，他方後者の 兼営 局 「揺れ動くのほ 当然」を， 経営の規模・ 活動 

は ，利益追求 ( 一 0 ， 78), 公共性尊重 ( 一 1.46) 別に見ても，それほどの 差異はない．ただ ， 当 

と 肯定度が 2 位 と 1 位になっている． このこと 期 利益の「 中 」 ( 一 0.25),  「中丁」 ( 一 1.25), 

は， 逆に云 う ことができるであ ろうか・すなわ および「 小 」 ( 一 0 ・ 36) の間には，肯定度におい 

ち ，兼営 局 について，二つの 経営理俳で肯定度 て 大きな 違 いがあ る．その理由として・ それぞ 

が 高ければ，揺れ 動いたり， ケ イス バ イ ケース れの「肯定」の 会社 2 社， 6 社，および 1 社の 

で 臨むことは， 少ないということになろ うか   構成を見ることにしょう．すると「 中 」は ， V 

( 他方，個々の 会社の アソ ケート表を見ると ， 局 I . U 局 l, 「中丁」は，兼営同 2 . U 局 l. 

肯定度が明確であ っても，揺れ 動くとする会社 ラジオ 3, および「 小 」は， ラジオ 1 となって 

もみられる． ) いる・ ここでは， 「中丁」に ， 揺れ動くことに 

ラジオでは，二つの 経営理俳で肯定度が 比較 ついで肯定度の 高いラジオ ( 一 1.05) が多い ， 

的 低いところで ，揺れ動いたり ， ケイスバイ ケ といいえよ う ． 

スで 臨む度合いが 高 い   (d)  ケースバ イ ケースで臨む 

もっとも， この推論は，たとえば 東京には 該 「収益性と公共性の 問題は， ケース " ィケ一 

当 しない・東京は ，利益追求 (0.14) と公共性 尊 スで 良識をもって 臨んでいる」というのは 一般 

重 ( 一 0 ・ 86) について肯定度が 低く， しかも「 揺 に想定される 回答であ る．それだけ ヰこ ，全体と 

表 33 9. 収益性と公共性の 問題はケースバイケースであ る 
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10 社あ り， その構成を見ると ， 兼営 局 3 . U 局 

7, そして兼営 局 6 .U 同 4 となっており ， ラ ・ 

テ 兼営単独の表での 肯定度の低さと 付合する． 

(e) 公共性，倫理性，およびジャーナリズ 

ム性一一利益追求めよび 視聴率アップとの 

関係   
公共性についての 結論は，最初に 述べたごと 

く，民放 社は ，利益追求と 公共性とでは ，公共 

  畦の方を一層重んじており ， また両者の間では 

揺れ動くというよりもケースバイケイスで 良識 

的に臨んでいる 会社が一層多いということであ 

る． 

この公共性は ， 倫理性とまたジャーナリズム 

性 と対比すべ き 概念であ る・公共性は ，行政の 

無線局認可にかかわり 憲法の公共の 福祉に結び 

つく理念であ り，倫理性は ，社会一般の 立場か 

ら見た番組の 適正化にかかわる 理念であ り， ま 

た ジャー ナリズム性は 批判精神につながる 主と 

して新聞の独立性にかかわる 理念であ る． 

民放 社 では，文化向上 ( 肯定度 2 位 ) に続く 

理念は，倫理性 ( 肯定度 3 位 ), 公共性 ( 肯定度 

5 位 ), およびジャー ナリズム性 ( 肯定度 7 位 ) 

となっている．平均値は ， 一 1.53, 一 1,33, お 

よび 一 0.86 であ る・ これらの 3 つの理念の順位 

づけは当期利益のタイプ 別のかかわりで 見て 

も，表 29, 表 31, および表 36 ( 当期利益の表を 

出さなかった ) から，それぞれの 利益段階で， 

肯定度が上記と 同じ順位となって 表われている 

( ただし， 同じ肯定度のものはあ るが ). そうか 
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ているかというと ， そうではない．倫理性や 公 
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社 が少なくないことは ，表 34 に見るとおりであ 

る． 

ところで，民放 社 がこのような 建前の上で格 

好のよい理念だけをもっているのではないこと 

は ， もちろんであ る・利益追求 ( 肯定度 8 位 ) 

と視聴率アップ ( 定肯度 5 位 ) が併せて重要で 

あ り，両者がこれらの 理念とともに 共存してい 
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表鍋 d. 視聴率アップに 力を入れるのは 当然であ る 
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1
1
 
7
 

3
 
7
 
4
 

Ⅰ
ー
 
1
 
 Ⅰ
 上
 

1
1
 
Ⅰ
 

一
一
一
 

  

一
一
一
一
一
一
 

  

5
 
7
 
6
 

8
3
2
6
5
7
 

3
 
8
 
6
 

3
 
2
 
1
 

一
一
 

4
3
 

3
 
I
.
I
 

Ⅰ
Ⅰ
 

一
一
一
一
 

一
一
一
一
一
一
 

24 
Ⅰ 00.0 

7 
100.0 

3O 
100 ． 0 

22 
Ⅰ㏄・ 0 

O
 
O
 
I
.
I
 

 
 

 
 一

一
 

7
8
 ア
 
Ⅰ
 

3
 

0
5
 

Ⅰ
Ⅰ
 4
5
 

3
6
 3
 
l
 

2
 

Ⅰ
 
軋
 

一
一
 

地 域 

北海道・東北 

東 京 

関東・甲信越・ 静岡 

中部・北陸 

  

  

14 
100 ・ 0 

7 
Ⅰ 0@0     

Ⅰ 3 
100.0 

9 
100@.0 

8 
Ⅰ 00.0 

16 
100.0 

16 
Ⅰ 00 ・ 0 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  

ⅠⅠ 

7.1 
  
  

3 6 4 
21.4@ 42.9@ 28.6 

Ⅰ■■ ユ 2 4 
14.3  羽． 6  57.1 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  

--0 ． 93 

-- Ⅰ． 43 

-- Ⅰ． 08 

--1.78 

一 1.25 

一 ・Ⅰ． 50 

一二． 44 

Ⅰ
 7
 
7
.
 

5
5
 8

 
3
 

5
5
 3
8
 
 
 

2
4
 5

 
Ⅰ
 ム 

7
8
 7
 
7
 

2
2
 2
 
2
 

一
一
 

  
  

近 畿 

中国・四国 

九州・沖縄 

1 4 3 
12.5@ 50.0@ 37.5 

2 4 10 
12.5  25.0  62.5 

  
  
  
  
1
3
 

6
 

1
8
 
Ⅰ
・
 

甘
 
8
 
6
 

2
5
 

2
 Ⅰ
 
上
 

2
5
 

2
 Ⅰ
 
ム
 

開局 年 

兼営 局 

20 ～ 29 年 

30 ～ 39 年 

40 ～ 49 年 

50 ～ 59 年 

60 年以降 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  一

一
 

Ⅰ
・
 

2
O
 5
0
 

8
3
 3
 
3
 

4
7
 6
.
 

Ⅰ
 
人
 

一 1.33 

一 1.00 

一 1.20 

一 1.48 

--1.21 

一 Ⅰ． 60 

24 
100 ・ 0 

4 

丁㏄田 

ェ 0 
Ⅰ㏄・ 0 

21 
Ⅰ㏄・ 0 

19 
1 ㏄・ 0 

5 
1000.0 

  4  一一   
一 1 ㏄・ 0  一   
  2 6@ - 
一 20.0 60.0 一 

  
  

20. 

2
0
 

一
一
 

4
7
 

エ
 
・
 

6
 
6
 

3
3
 4
 Ⅰ
 
工
 

4
0
 9
 
l
l
 

Ⅰ
 ユ
 

  
  

一
一
 

3 6 9@ - 
Ⅰ 5.8  31.6  47.4  一 

  2 3  一 
一 40.0  60.0  ， 一   

資産総額 

皿億円未満 

10 億円以上 25 億円未満 

25 億円以上 5(M 億円未満 

  

 
 

 
 

11 
100.0 

12 
100 ． 0 

23 
10@@.0 

一
一
 

5
5
 5
.
 

4
 

3
3
 7
 
2
 

1
 Ⅰ
Ⅰ
Ⅰ
 

9
 

2
2
 1
8
.
 

一
一
 

0
 
8
 
6
 

0
 
0
 
2
 

1
 
1
.
1
 
 

Ⅰ
 
上
 

一
一
一
 

一
一
 

3
0
 2
5
.
 

7
3
 8
 
5
 

2
7
 6
 
Ⅰ
 よ
 

一
一
 

一
一
 

一
一
 

 
 
2
 
5
 

6
1
 6
 
2
 

4
4
 1
7
 
 
 

Ⅰ
Ⅰ
 
3
 
4
 

一
一
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50 億円以上 1 ㏄億円未満 22     3 6  13  一 :  一 1.45 
  1000.0 一 丁 3.6  27.3  59. Ⅰ 一         

1 ㏄億円以上 14     I.I 3  10  一 :  一 1.64 
100.0     7.1  21.4  71.4  一         

税引 前当期利益 

欠 損 Ⅰ 5   Ⅰ 一 7 7  一 ;  一 1.33 
100.0   6. 7  - 一 46.7  46.7  - 一       

ェ Ⅲ 意意 Ⅰ リミ満 11   1. Ⅰ 3 5 2  一 -0    73 
Ⅰ 00.0   9.1@ 27.3@ 45.5@ 18.2@ -         

1 億円以上 3 億円未満 12     4 3 5  一         -1.08 
    

Ⅰ 00.0 33.3  25.0  41.7  一         

3 億円以上 5 億円未満 8     五ユ 4 3  一 ;  -- 工 ・ 25 
1 ㏄・ 0   一 12.5  50.0  37.5  一         

  5 億円以上 lom 億円未満 24 I.I 2 4  17  --@  ;  -- Ⅰ． 54 
  100.0 4.2  8.3  16.7  70.8  一         

騰 億円以上 12     Ⅱ ユ 2 9  一 i  一 1.67 
100.0     8.3  16.7  75.0  一         

テレビネット 系列 

NTV(NNN) 19     2 4  13  一 ;  一 ・ 1.6 
Ⅰ 00.0     10.5  21.1  68.4  一         

TBS(JNN)     14 3 7 4  -@  ;  一 1. エ 
  

ェ ㏄． 0 @@ 21.4@ 50.0@ 28.6@ -         
CX(FNS) Ⅰ 0     1.1 「・ 上 8  一 ;  一 1.7 

100.0   一 10.0  10.0  80.0  一         

ANB(ANN) 9   エ --   8  一 ;  一 ・ 1.7 
  100@.0 11. 1  一 一 88.9  一       

3       Ⅰ・ 上 テレビ東京 2  一 ;  一 1.7 
      

工 ㏄． 0 33.3  66.7  一         

泉城 U 局 放送 6     2 2 2  一 ;  一 1.0 
100.0   一 33.3  33.3  33.3  一         

その他 22   2 3 Ⅰ 0 7  一 '  一 1.0 
100.0   9.1  13.6  45.5  31.8  一         

筆頭株主 

個 人 14     3 4 7  一 -  ;  一 1.3 
100.0     21.4  28.6  50.0  一         

  1.1 2 5 3  一 :  一 0.9 
  9.1  18.2  45.5  27.3  一             2 6 7  一         一丁． 3 
    13.3@ 40.0@ 46.7@ -         

放送会社     Ⅰ 00.0       Ⅱ 上 4  一・ 一 1.8 
i  100.0     一 20.0  80.0  一         

    一般株式会社 2 2  11  一 ;  一 1.6 
      100.0 15 13.3  13.3  73.3  一         

  Ⅰ 一 4 9  一     一 1.5 
100.0   工 Ⅰ 一 28.6  64.3  一   

  Ⅰー ユ 2 3 0  ___      一 0 ． 9     11. 1  22.2  33.3  33.3  一     

るのであ る・それぞれの 平均値は，表 30 と表 35 これらの平均値から 予想されるところであ る   

から 一 0.83 と一 1.33 であ る   その ょう な会社が少なくないであ ろうことは， 

時には，後者の 2 つの理念が前者の 3 つの 理 「利益追求 4, 視聴率 5 」の会社が表 34 で 18 社 

念 よりも強い肯定度をもって 示されることは ， もあ り，最も多いことから 推測できる，利益 追 
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求と 視聴率アップの 肯定度の全体像を 示せば， 

表 34. のとおりであ る・ なおここでは ，視聴率ア 

ップを肯定するものの ，利益追求ということに 

抵抗感があ る よう に見受げられる． 

(5)  視聴率アップ 

第 5 位の肯定度をもつ 経営理俳は，視聴率ア 

ップに関するもので ， d く 民放会社は，民間 競 

争 に基づく視聴率アップに 力を入れることは 当 

然であ る ノ に肯定度を求めるものであ る． 

表 35 によって視聴率肯定の 高いものから 並べ 

ると，次のとおりであ る・ V 周 一 1.71, U 周一 

1.47, 兼営周一 1.33, およびラジオー 1.00 ．表 

にはないが，地域別には ，視聴率肯定度の 高い 

ものは中部・ 北陸 ( 一 1.78) であ り，低いもの 

は 北海道・東北 ( 一 0.93) であ る．開局年につい 

ていえば，兼営 局と 50 年代を除いて ，新しい開 

局の局ほど，視聴率アップ 肯定度が高い． 

資産総額によって ，視聴率肯定度を 見ると， 

資産総額が大ぎくなるほど 肯定度が明確に 高く 

なっている ( 「 小 」 一 1. ㏄， 一 1.08. 一 1.26. 

一 1.45, 「 大 」 一 1.64). ここで，資産総額「 大 」 

の「肯定」会社 10 社の構成を見ると ，兼営 局 5 

と V 局 5 となっている・ 兼営局の規模がより 大 

きいことで， これが現状の 制度・成果を 是認す 

ることによって「肯定」となっている．他方， 

資産総額「 小 」での「肯定」以覚の 会社 6 社の 

構成を見ると ，すべてがラジオであ り， ラジオ 

の視聴率アップ「肯定」の 低さが判明する・ 

当期利益との 関係で視聴率アップの 肯定度を 

見ると， 「欠損」会社を 除 き ，利益が大ぎくな 

るにつれて是認 度 が高くなる ( Ⅱ 小 」 一 0 ・ 73, 一 

1.08, 一 1.25, 一 1.54, 一 1.67). ちなみに， 

利益「 大 」のレベルで「肯定」 9 社の内訳は， 

  兼営 局 3, V 同 4, および U 同 2 であ り，他方 

  
利益「 小 」のレベルで「肯定」以覚の 9 社は， 

  兼営 局ェ ， U 同 3, およびラジオ 5 となって い 
  

  る ・ ここでは， V 局が肯定度が 高く， ラジオが 

肯定度が低 い ことが， 大きく作用している・ そ 

れは，なぜであ ろうか．全体としていえば ， 

利益が大きいほどその 拠って来る視聴率を 肯定 

し 逆のときは肯定度が 低くなるといえよ う ． 

なお， 「欠損」の会社の 肯定度が比較的高い 

ので， 「欠損」 15 社について「肯定」の 会社 7 

社とそれ以外の 8 社を調べると ，前者の構成 

は， U 局 4 . ラジオ 3, 後者の構成は ， U 局ェ 

・ラジオ 7 であ り， U 局がラジオよりも 視聴率 

肯定度が高いことに 依っている． 

テレビネット 系列別にまた 筆頭株主別に ， 視 

聴率アップ肯定度を 見ると次のとおりであ る・ 

① ex. ① ANB. ①テレビ東京系列 一 1,7, 

④ NTV 一 1,6, ⑤ TBS 一 1.1, ⑥泉城 U 局 放送 

一ェ ・ O. CX 一 1.7 と TBS 一 1.1 という結果は ， 

視聴率と視聴質の 論争と関係があ るものと思わ 

れる・また，①放送会社 一 1.8, ②一般株式会 

桂一 1.6, ③複数株主 一 1.5, ④個人・④新聞社 

一 1.3, ⑥地方公共団体 一 0 ・ 9. 放送会社は視聴 

率の仕組みを 熟知している 感じであ り，地方公 

共団体の数値もその 性格上理解できる． 

(6)  ジャーナリズム 桂 

第 7 位の肯定度をもつ 経営理俳は， ジャーナ 

リズム性に関するもので ， c く 民放会社は，批 

判精神につながるジャーナリズム 性を強くもつ 

べぎであ る ノ というものであ る． 

当初結果について 予想されることは ，新聞社 

に関係する民放 社が ジャーナリズム 性の肯定度 

が高いであ ろうということであ った．すなわ 

ち，兼営 局 ， TBS 系列，新聞社の 筆頭株主が 

肯定度が高いであ ろうということであ る．調査 

結果は，そうであ るのも，そうでないものもあ 

った ・ 

まず， ラ ・ テ 兼営単独別にジャ「ナリズム 性 

を読むと，兼営 局 ( 一 1.13), V 局 Ⅰ 0 ・ 86), U 

局 ( 一 0.77), およびラジオ ( 一 0.68) の順になっ 

ている．兼営 局は ， やはりジャーナリズム 性の 

肯定度が高い． 

資産総額および 従業員数では ，表にはないが 

大規模な会社がジャーナリズム 性が高い・ た 

とえば， 資産総額では ， 「 小 」から「 大 」 へ 向 

け， 一 0.73, 一 0.75, 一 0.70 ， 一 1.00. および 

一 1.07 となっている． 
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表 36  c. ジャーナリズム 性を強くもつべきであ る 

総 否 どい 中 どい 肯 不 平 
ち ぇ ち ぇ 
らば、 らば， 止句 

か否 か肯 
数 定 と定 間 と定 定 明 値 

全 体 
6  23  31  23  一 一 0.86 

  100.0  83    一 一 7.2  27.7  37.3  27.7  一 
ラジオ・テレビ 兼営単独 

兼営 局 

テレビ (VHF) 

テレビ (UHF) 

ラジオ 

24 
Ⅰ 00.0 

7 
Ⅰ O0     

30 
Ⅰ 00 ・ 0 

22 
100 ・ 0 

  2 3 9  10  一 
  8. 3  丁 2.5  37.5  41.7  一 
    3 2 2  一 
    42. 9  28. 6  28.6  一 
  3 8 12 7  一 
一 工 0.0  26.7  40.0  23.3  一 

  ⅠⅠ 9 8 4  一 
  4.5  40.9  36. 4  18. 2  一 

-- Ⅰ． 13 

--0 ． 86 

一 0.77 

一 0 ． 68 

テレビネット 系列 

NTV・ 

TBS(JNN) 

CX@(FNS) 

ANB(ANN) 

テレビ東京 

泉城 U 局 放送 

その他 

Ⅰ 9 
1 ㏄． 0 

Ⅰ 4 
100.0 

1O 
Ⅰ 00 ・ 0 

9 
100     

3 
100     

6 
100     

22 
Ⅰ 00 ・ 0 

    3 6  10  一 
    Ⅰ 5.8  31.6  52.6  一 

  2 3 7 2  一一 

  14.3@ 21.4@ 50.0@ 14.3@ - 
  ⅠⅠ 3 5 Ⅰ 一 
  Ⅰ 0.0  30.0  50.0  10.0  - 一 

    2 3 4  一 
    22.2  33.3  44.4  一 
  2  一   Ⅰ 一 

一 66.7  一 一 33.3  一 

    3 2 Ⅰ - 一 
  一 50.0  33.3  16.7  一 

  Ⅰ 上 9 8 4  一 
  4.5  40.9  36.4  Ⅰ 8.2  一 

一 ・Ⅰ． 4 

一 C Ⅰ 6 

一 0 し 6 

一ユ   ワ 

0 ， 0 

一 C Ⅰ 7 

--.0.7 

テレビネット 系列 月 l]t@ こ ジャーナリズム 性を見 

ると，次のとおりであ る・① NTV 一 1.4, ② 

ANB 一 1.2, ③泉城 U 局 放送 一 0.7, ④ TBS. 

④ CX 一 0 ． 6, ⑥テレビ東京系列 0 ． 0. この結果 

な どう読んだらよいのか・ ジャ 一 ナリズムは ， 

新聞記者の高適な 理想だけを指すものでなく ， 

世の動きに敏感に 反応することなど 多様に考え 

られている ( 放送産業経営研究会「地上放送に 

おける視聴者利益と 経営基盤に関する 総合研究 

総括報告書」昭和 62 年Ⅱ 月 ・ pp.75-6). なお， 

TBS 系列については ，文化向上・ 倫理性・公 

共性以外の項目については ， 低い数値を回答し 

ている． その ょ 5 な理念なのか ，調査に対する 

回答の仕方に よ るものであ ろうか． 

筆頭株主 帝 こついては，次のようにあ まり大き 

な差はない・ ①一般株式会社 一 1.2, ②個人・ 

②新聞社 一 0 ・ 9, ④放送会社・④複数株主 

一 0 ． 8, 地方公共団体 一 0 ． 7. 

(7) 娯楽性 

第 10 位と 肯定度が低くなる 理念は，娯楽性に 

関するもので ， i く 民放会社は，多様化する 価 

値観のもとでは 娯楽性の追求が 重要な役割とな 

っている ノ であ る．生活情報・ 社会情報， 募 ら 

し 情報，ヒマなし 情報・趣味情報などに 加えて， 

娯楽型が求められようとしている 昨今であ る． 

娯楽性追求をタイプ 別に見ると，表 37 におい 

てそれほどの 差異はないが ， 肯定度は U 局 

( 一 0.40) が多く， ラジオ ( 一 0.27) が少ない． ま 
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表 37 j. 娯楽性の追求がⅠ 頁な 役割となっている 

数
 

総
 

明
 

不
 

止
 

定
 

 
 

間
 

甲
 

 
 

庭
 

否
 

平 

均 

値 

  全体 
9 42 27 5  -@  ;  - 一 0 ． 34 

  

ラジオ・テレビ 兼営単独 

兼営 局 

テレビ (VHF) 

テレビ (UHF) 

ラジオ 

24 
100 ． 0 

7 

100.0 

3O 
Ⅰ 00 ・ 0 

22 
1 ㏄ 山 

  3 13 5 3  一 
一 12.5  54.2  20.8  12.5  一 
    5 2@ -   
  一 71.4  28.6  一   

  2 Ⅱ Ⅰ 2 Ⅰ 一 
  6.7  50.0  40.0  3.3  一 
  4 9 8 1  一 
  18.2  40. 9  36.4  4.5  一 

一 0 ． 33 

一 0 ． 29 

一 0 ・ 40 

一 0.27 

税別前当期利益 

欠 損 

1 億円未満 

1 億円以上 3 億円未満 

3 億円以上 5 億円未満 

5 億円以上 鳴 億円未満 

10 億円以上 

Ⅰ 5 
Ⅰ 00.0 

11 
Ⅰ 00.0 

Ⅰ 2 
100.0 

8 
Ⅰ㎝ 山 

24 
100.0 

Ⅰ 2 
1 ㏄・ 0 

  

た ，表にはないが 開局年別にい 5 と，兼営局を 

除いて，開局 年 が新しいほど ，娯楽性追求の 肯 

定度が高くなる ( 「兼営 局 」 一 0 ・ 33, 一 0. あ ， 

一 0.30 ， 一 0,33, 一 0.37. 「 60 年以降」 一 0.40). 

他方，経営の 規模・活動の 違 い では，娯楽性 

  追求の肯定度ほついて 何らかの特質は 見られな 

い．ただ，当期利益の「中丁」の 段階で，肯定 

  度が マイナス (0.17) つまり否定となっているこ 

  とは，注目に 値する．その 12 社の特徴は ， 次の 

とおりであ る．それらは ，兼営 局 (5 社 ) で ，資   

本金の「 小 」のもの (6 社 ) が多い．ただし ，資 

産では「中丁」 (4 社 ) . 「中上」 (4 社 ), 営業 

収益では「 中 」 (4 社 ) . 「中上」 (4 社 ), 従業 

員では「 中 」 (5 社 ), そして TBBS 系列 (3 社 ) に 

比較的多い．特に ，筆頭株主が 新聞社 (6 社 ) の 

一
一
 

一
一
 

8
3
 3
 
5
 

3
0
 0
 ・
 

2
 

4
7
 6
 
2
 

一
一
 

一
一
 

丁
 工
 

9
 

3
3
 7
 
2
 

6
5
 4
 
5
 

Ⅰ
Ⅰ
Ⅰ
・
Ⅰ
 

9
 

一
一
 

  2  10  一     
  16.7  83.3  一     

  1.1 3 3 Ⅰ 一 
一 丁 2.5  37.5  37.5  12.5  一 
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一
 

一 0 ・ 27 

一 0 ． 36 

0 ． 17 

， 一 0 ． 50 

一 0 ． 54 

一 0 ・ 42 

  

場合が多い・ こ う いった特徴をもつ 民放 社は ， 

伝統的な理念と 色彩を色濃くもつものであ り， 

娯楽睦を肯定したがらないのであ る． 

(8)  自社制作番組， 広告機能， および番組 
制作 

経営理俳仁ついての 肯定度の低いものは ，Ⅱ 

位 m く ネットワーク 番組よりも自社制作の 番組 

に依存する 253,4, 一 0 ・ 05 ノ ， 12 位 五く 番組制作 

提供機能 よ り広告機能が 重要であ るあ 1, 5, 
一 0 ・㏄ ノ ， および 13 位 k く 手間 ひ をかけて 

番組の制作に 力を入れるべぎであ る 249, 3, 

一 0 ・ 04 ノ であ る・ここで， 一 0 ・ 04 の肯定度とは ， 

たとえば， 100 社のうち 96 社が中間，他の 4 社 

が 「どちらかといえば 肯定」にチェックを 付す 

る位の ， 低い肯定度であ る．要するに ， この 3 
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つの考え方については ， どちらともいえないと 

いうのが，民放社の 回答であ る．すなわち ，「ネ 

ットワーク番組より 自社制作番組に 依存するこ 

とについては ，何ともいえない」 し 「番組制 

作提供機能より 広告機能が重要であ るという点 

についてほ ， 何ともいえない」 し ， また「手間 

ひ をかけて番組の 制作に力を入れるかどうかに 

ついては，何ともいえない」のであ る． 

(a)  ネットワーク 番組と自社制作番組 

ただし タイプ別に見ると ， 3 つのテーマに 

ついで肯定の 局と否定の局とがあ る， まず， 

「ネットワーク 番組より自社制作番組に 依存す 

る」ことを肯定する 局は， ラジオ ( 一 0 ・ 36) に 

多く，否定するのは U 局 (0.23) に多く見られ 

る ・開局 年 で見ると，古いところは 自社制作に 

肯定的で，新しいところは 否定的であ る ( 「兼 

営 局 」 一 0.13. 一 0.25, 一 0.50 ， 0.14. 0.05, 

「 60 年以降」 0 ・ 20). また，当期利益の 小さいと 

ころでは肯定的であ り，大きいところでは 否 

定 的であ る ( 一 0.27, 「 小 」 一 0.73, 一 0 ． 08, 

0 ・ 25, 0 ・ 17, 「 大 」 0 ・ 17). 後者は， ネットワー 

ク番組で十分というのであ ろう．テレビネット 

系列では，泉城 U 局 放送が肯定的 ( 一 0 ・ 5) で， 

Cx が否定的 (0.6) であ る． 

(b) 手間 ひま かけた番組の 制作 
順序が次の (c) の間いと逆になるが ， 「手間 ひ 

ま かけて番組の 制作に力を入れるべきであ る」 

ことに肯定的なタイプは ， V 局 ( 一 0,86) と兼営 

局 Ⅰ 0.17) であ り， 否定的なタイプは U 局 

(0.20) とラジオ (0.05) であ る・地域的には ，東 

京が一番肯定的 ( 一 0.23) であ り，九州・沖縄 が 

一番否定的 (0.25) であ る・ 

当期利益でい 5 と，手間 ひま かけた番組制作 

に肯定的なものは 利益の大きいところであ り， 

他方否定的なものは 利益の小さいところに 多い 

( 「 大 」 一 0.64, 一 0.29. 0.38. 0.08, 「 小 」 0.18, 

「欠損」 0 ・ 33). 

テレビネット 系列 別 では，一番肯定的なもの 

が ANB ( 一 0 ・ 4) で，一番否定的なものは 泉城 

U 局 放送 (0.5) であ る・筆頭株主刑Ⅴ こ 見ると， 

一番肯定的なものが 複数株主 ( 一 0.3) であ り， 

他方一番否定的なものは 地方公共団体 (0.5) で 

あ る． 

(c) 番組制作提供機能と 広告機能 

最後に， 自社制作番組や 手間ひ き かけた番組 

制作をあ まり肯定するのではないとなると ，番 

組制作提供機能よりも 広告機能を肯定するので 

あ ろうか・結果は ，全体としては「どちらとも 

い えたい」よさであ る． 

タイプ別で，広告機能の 重要性を肯定し 割り 

切っている局は ， U  局 ( 一 0.20)  とラジオ 

( 一 0 ・ 14), 地域では，九州・ 沖縄 ( 一 0.31) と北海 

道・東北 ( 一 0 ・ 29) など，そして 開局 年 では 40 年 

代 ( 一 0.14),  50 年代 ( 一 0.26),  60 年代 (0  %) 

と 新しい局であ る・ また，従業員の 少ないとこ 

ろも肯定的であ る ( 「 大 」 0.25, 0 ・㏄， 一 0,23, 

一 0 ・ 08, 「 小 」 一 0 ・ 20). 筆頭株主刑 で ，広告機能 

について肯定度の 高いのは，放送会社 ( 一 0 ・ 4), 

そして否定度の 高いのは，新聞社 (0.3) であ る． 

「経営理俳のいろいろ」 に ついてのタイプ 別 

分析は，以上のとおりであ る．今から思 うと， 

聞いておくほうがよかった 質問は ， ロ 一ヵリズ 

ム，良質番組に 関するものであ る． 

X.  公表された経営理俳・ 社是 

1.  「公表された 経営理俳・社是」の 分析方法 

問 16 民放 社 のく公表された 経営理俳・社是 ノ 

は ， そのコピーを 送っていただいたり ， これを 

記入する形で ， 37 社から寄せられた．その 内 ， 

「放送マンとしての 強 い 自覚があ れば，規定す 

る必要は認めない」と「民放連の 放送基準 ( 前 

書き ) に準じている」の 2 社を除くと， 35 社が 

分析対象となる・その 内訳は，兼営 同 13, V 局 

4, U 局 12, そしてラジオ 6 であ り， また資産 

総額でほ「 大 」 8, 「中上」 11, 「 中 」 10 ， 「中 

丁」 2, および「 小 」 4 であ る．各社の経営理 

念は， 1 項目ないし 1Q 項目から構成されている 

ので， これを分解し 各社の項目を 合計する 

と ， 133 項目 (1 社平均 3.8 項目 ) となる． 

各社で使用されている 名称は，「経営理俳」 
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表銘 民間放送会社の 公表された経営理俳 

(35 社のまとめ．数字は 会社ごとに分割した 経営理俳項目の 該当数 ) 

社 

数 

合 

計 

35 

Ⅰ 民放社の目的とその 達成方法 

1  世界・国の経済・ 文化への貢献 

世界・社会の 平和・繁栄へ 寄与 2 

日本民族の興隆 1.1 

国家・社会の 発展に寄与 2 

公共・社会福祉へ 奉仕 3 

公共的使命の 自覚 l ユ Ⅱ 

平和で豊かな 社会 ( 生活 ) の実現に貢献 4 

社会の信頼に 応える 2 

経済・社会の 発展に寄与 2 

産業・経済の 繁栄に役立っ 5 

生活の向上・ 福祉の増進に 役立っ 2 

科学の発展に 寄与 ⅡⅠ 

文化・経済・ 産業・技術の 発展に寄与 I.I 

新しい世代の 健全な育成・ 文化の向上に 寄与 ⅠⅠ 

文化 ( 日本文化 ) の向上に役立っ 5 

人を愛す 上 Ⅰ 

奉 仕 2 

視聴者とともに 歩む ( 利益を守る ) 3 

2  地域社会への 貢献 

地域 ( 社会 ) ( ローカルティ ) の発展に役立つ 13 

地域社会の信頼に 応える Ⅰ エ 

地域社会の経済・ 福祉・生活・ 文化の発展への 寄与 3 

地域社会との 連帯と共存共栄 2 

住民・県民の 福祉向上に貢献 2 

明るい郷土の 基礎作り，幸福，繁栄に 役立つ 4 

県を愛す 1.1 

3  社員への貢献 

社員・社内の 福祉向上・生活安定に 役立つ 4 

4  国・地域社会・ 社員へ貢献する 方法 

㈲ 放送，番組，報道，情報，娯楽によって 

①民間放送事業を 通じて ( 放送・放送事業を 通じて・専念 

して 4, 親しまれ信頼される 1, テレビ局とし 1, 健全 
で品位あ る 1, 民間放送の使命を 果たす 1, 節度あ る広 

告 放送 1, 公共性あ る・を自覚して 4) 13 

②番組をもって ( 良質な 2, 健全な 1, 明朗にして建設的 

な U 4 
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③報道によって ( 公正な 1) Ⅰ よ 

④情報によって ( 地域社会に役立つ n 1.1 

⑤娯楽によって ( 健全な 1) ⅠⅠ 

(2) 地域活動への 参加によって ( 郷土をひら き 1, 郷土の自 
然 ・文化を竜んじ ェ ， 地域の支 花 活動に参加して 1, 

地域の人々 と共り 語り 1, 地域社会に密着し 1, 教育 

・文化・産業など 多面的な事業活動により 1) 6 

(3) 経営基盤の確立をはかって ( 経営基盤の確立をはかって 

1, 創意工夫あ る営業活動の 活性化 1, 職務を全うし 

） Ⅰ■ ユ l 3 

(4) 社会的価値と 教育によって ( 平和と自由の 精神を貫き 1, 
公正中立の立場で 1, 親切・健全・ 公正を旨とし 1, 

進歩・寛容・ 品位・責任 1, 自信・誇り，責任 2, 教 

育 ・教養の発展をはかり 1, 真善美による 思想・教養 

な っちかい 1) 8 

(") 広告によって ( 誠実な広告 1, 真実の広告 1, 誇張を排 
し 清新な創意による 1, 清新な正しい 1, 広告産業の 

使命を評価して 1, 広告媒体としての 社会的責任を 自 

覚して U 6 

(6) 工夫によって a 工夫・研究・ 開発・協調を 惜しまず 1, 
近代意識・創意協力で 1) 2 

(7) 協調・融和によって ( 従業員の協調・ 融和，明朗な 職場 

環境，志気高揚につとめ ) ]. ユ 

(1 の経営理俳項目数の 合計 ) (114) 

Ⅱ 経営基盤の確立 

Ⅰ 経営基盤の確立をする ( 経営基盤の確立 3, 経営の安定 2, 

安定的な企業発展 1. 業 礎の安定 1, 社運の向上 1, 社 

業の発展 3, 会社存続 n 12 

2  経営基盤の確立をする 方法 ( 自己の職業を 尊重し 1, 労使 
協力のもと 1, 企業意識に徹し 1, 会社の創 f と協力に 

より 1, 民放の使命を 果たして 1, 信頼と敬愛の 念をも 

って ェ ，助け合い手をつなぎ 1, 誠実・責任・ 礼節を守 

り 1, 生産性・付加価値向上により㍉ 9 

3  営業活動の充実をする ( 広告媒体としての 価値を高め ，サ 
ービスに登し 販路を拡張する 1, 代理店制度の 設定， 

自社営業スタッフによる CM の獲得 1) 2 

4  利益の獲得をする ( 適正利益の確保一一社会的責任，技術 

革新，情報産業発展のため 1, 衣食足りて礼節を 守るた 
め 1, 公共性にかんがみ 健全な財務の 確立 1, 高 収益確 

保 1) 4 

5  効率化を図る ( 少数精鋭主義に よ る効率化 1, 放送設備・ 

業務体制の省力化による 効率化 1, 合理的経営の 徹底 1, 

生産性・付加価値の 向上 2, 無駄の排除 1, 業務改善推 

進 ・原価意識徹底による 企業体質のスリム 化 1) 7 

6  管理を行なう ( 計画・実行・ 結果チェック・ 反省 1) 工 

( Ⅱの経営理俳項目数の 合計 ) (35) 
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Ⅲ 放送局，放送人，放送、 番組の志向方向 

1  放送局の志向方向 
文化産業 ( 複合的・立体的媒体力を 発揮する 1, 未 来志 

向の 1) 2 

国際化・技術革新・ 情報化の自覚をもっ ヰ Ⅰ 

豊かな心を育むテレビ ⅠⅠ 

映像文化の創造をする ⅠⅠ 

電波でなく満足を 売る Ⅰ・ ユ 

情報産業へ進出する I.I 

他の干渉を排し 報道機関としての 自立を保つ ヰ Ⅰ 

総合力で地域マスコミのリーダーを 目指す ( 利益，売上， 

視聴率，商品開発 ) 2 

可能性のあ るテレビ ⅠⅠ 

時代をリードするテレビ 1.1 

行動するテレビ Ⅰ l ム 

テレビ企業を 過信しない ( 花梨時代は終った ) Ⅰ・ ユ 

2  放送局の志向方向を 達成する方法 

全社員の創意と 行動力を結集して 1.1 

放送事業の公共性・ 文化性を自覚して Ⅰ ユ 

経営の合理化を 推進して 1.1 

積極的に行動して Ⅰ・Ⅰ 

3  放送人の志向方向 

誇りと使命感をもつ ( 情報・文化産業として 1, 放送人 
として 1) 2 

気概・品格，進歩的良識に 富む放送人 1.1 

4  放送・報道の 志向方向 

中立の立場で 真実を正しく 敏速に伝える Ⅰ・Ⅰ 

放送基準を守り ，品位あ る放送を 1.1 

不偏不党の自立的立場をとり ，言論の自由を 確保して， 

放送の権 威を高める 1.1 

公平で速かなニュースを 報道する ⅠⅠ 

真実を迅速に 報道し公正な 姿勢を貫く l Ⅰ Ⅰ 

放送の公器性を 自覚し 自由で公正な 報道を ⅠⅠ 

公正で迅速な 報道を 1.1 

豊かな暮らしに 役立つ情報 I.I 

県民の放送 ( 明るく，楽しい ) 1.1 

5  提供する番組の 志向方向 

明日への活力となる 楽しい健全な 番組 ⅠⅠ 

言論の自由と 公正につとめ ，商業放送の 本旨にそって 明 

朗 な番組を提供する I.I 

良識と知性を 高めっ っ ．楽しさとやすらぎを 与える番組 Ⅰ 

民間放送の使命を 自覚し優れた 番組を提供する 1. よ 

民放目的 ( 平和な世界の 実現など ) のために，各種番組 

( 教育，教養，娯楽，報道 ) の調和を保つ 2 

広く潤いのあ る教養と娯楽を 提供する ⅠⅠ 

番組の充実・ 開発 ( 自社制作番組，高視聴率番組，特別 

番組の増加 ) ⅠⅠ 
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放送番組・広告について「日本民間放送連盟放送基準」 
  

による ⅠⅠ 

(m の経営理俳項目数の 合計 ) (39)@ (12) 

W  民主的経営，職場，風土，仕事の 方向 
1  民主的経営，社風 ( 民主的経営・ 進歩・積極 1, 活力・ 明 

さ る ・厳しさ・真剣さの 社風 1, 社内の融和・ 信頼 1)  3 
2  職場，風土 

風通しのよい ，善隣関係を 大切に 2  1 

笑顔のあ ふれる職場 1,1 

いけたいことをい う が，民主的決定に 服す Ⅰ・ 上 

少数精鋭主義を 誇れ Ⅰ・ 人 

働き甲斐のあ る職場 ]. 人 

家族主義・社員相互の 公私にわたる 連帯強化 1.1 

3 仕 事 
仕事に責任をもっ ，失敗をおそれない ，工夫をする 1 

会社でなく， 自分の能力を 磨くために働く Ⅰ・ ユ 

大きなむずかし い 仕事に取り組み ， 大きな人間となる 1 

仕事を愛する Ⅰ 1.1 由 

職務を全うする 工 Ⅰ 

(IV の経営理俳項目数の 合計 )   
ⅠⅠ 創意工夫 V  ( 社会的価値の 創意工夫・独創的思考 尊重 4, 創造精神・新しいも 

のへの挑戦 ュ ，意識革命・ 創造的活力・リーディンバメ   

ディア 1) 6  '  1 

2  伝統的価値の 尊重 ( 親和 1, 誠実 2, 勤勉 1, 博愛 エ，和 

表 1, 協同 1, 公正 1, 不正を許さない 1) 9 

3  その他 ( 大胆であ れ 1, 輝いてあ れ 1, 初心不忠 1, ラ イ 

バル に対する闘志 1) 

(V の経営理俳項目数の 合計 ) (19)@(@1) 4 

I ～ V の経営理俳項目数の 合計 
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90  34  69  29  17  10  62  63  70   Ⅰ     
222 222 

12 社，「社是」 9 社，「基本方針」 3 社，「 社誓 ・ 

誓い」 2 社， 「 綱 領」 2 社． あ とは 各 1 社で， 

次のとおりであ る・「編集の 基準」， 「社員 訓 」， 

「信条」， 「基本理俳・ 経営理俳」， 「経営基本目 

標」，「経営指針」，「放送二別」であ る・中にほ， 

コーポレート・アイデンティティ (CD) によっ 

て，経営理俳を 作った会社もあ り，その細目 

は．評価できるところであ る． 

次に，上記の 工 33 項目について ， 1 項目を「 目 

的 」の部分と「達成方法 ( 手段 ) 」の部分に分け 

て 整理すると， 222 節に細分化できる・ 表 38 は ， 

前出の総括報告書 ( 放送産業経営研究会「地上 

放送における 視聴者利益と 経営基盤に関する 総 

合研究 総括報告書」昭和 62 年Ⅱ 月 ， pp.35-6) 

での 210 節を再調整して 222 節とし とくに ぅ ・ 

テ 兼営単独と資産総額別に 分類したものであ 

る．ただし ここでの数値は ，項目 数 が会社に 

よって異なること ，項目分割に 怒 意 的部分があ 
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ることで，統計的な 意味はもっていない・ 

2. 民放社の目的とその 達成方法 

さて， 「公表された 経営理俳」の 222 節を 5 つ 

に分類した．それは ， 1 民放社の目的とその 達 

成方法， Ⅱ経営基盤の 確立， 皿 放送局， 放送 

人 ，放送，番組の 志向方向， W 民主的経営，職 
場，風土，仕事の 方向， および V 社会的価値の 

尊重であ る， 

次いで， 1 民放社の目的を ，世界・国の 経済 

・文化への貢献，地域社会への 貢献，および 社 

会への貢献の 3 つに分け，さら ャ ここれらの目的 

を達成する方法を 7 つに細分した・ この 7 つの 

方法は，そのあ とに続くⅡ～ V の項目内容と 照 

合できるものであ るから， Ⅱ～ V は一種の方法 

( 下位目的 ) と理解することができる・ さらに， 

Ⅱ 2 「経営基盤の 確立をする方法」，Ⅲ 2 「放 

送局の志向方向を 達成する方法」は ，方法 ( 下 

位目的 ) をさらに達成する 方法であ り， ここに 

目的・方法 ( 手段 ) の階層ないし 連鎖を経営 理 

念の構成において 見ることができる・ 

まず， 1 「民放社の目的とその 達成方法」に 
ついて簡単に 説明することにしょう． ェ 「世界 

・国の経済・ 文化への貢献」では ，民放 社が， 

グローバルで 幅広い社会目的に 役立つことを 目 

指していることがわかる． この中でも， とく 

に公共性，平和で 豊かな社会の 実現，産業経済 
の繁栄，文化向上，および 視聴者利益が 重視さ 

れ，兼営居や 中 ・大規模の民放 社 が多く目指す 

ところとなっている． 

2 「地域社会への 貢献」では，地域社会へ 貢 

献するさまざまな 目的が画かれている ( 前項の 

「経営理俳のさまざま」では ， この地域社会に 

関する質問を 欠いていた ). 中でも，地域社会 

0 発展，郷土の 幸福・繁栄，地域社会の 経済・ 

福祉・生活・ 文化の発展への 寄与が強調されて 

いる． ここでは，兼営 局と U 局 ， 中 ・大規模の 

民放 社 がこれらの多くを 画き出している・ 

3 「社員への貢献」を 理念としている 会社は 

少ない．社員生活は ， 目的とされるよりも ，放 

送人としてともに 働く職場の主体として 考え ろ 

れているのであ ろう ( 後述 ). 

4 「 国 ・地域社会・ 社員へ貢献する 方法」 

ほ ，上記の目的を 達成するための 手段を示した 

ものであ り， 目的と併せて 画かれているのが 特 

徴的であ る・ ここでは，㈲ 放送・番組， (2 地域 

活動参加， (3) 経営基盤確立，㈲ 社会価値・教育， 
(5) 広告などが強調されている ， これらの記述 

は，兼営 局と U 局に多く， また 中 ・大規模経営 

に多い． 

3.  経営基盤の確立 

民放 社は ， 目的合理性を 達成するために ，そ 

れ自体の制度を 存続維持発展させなければなら 

ない・ この ょう な経営基盤の 確立を， 民放 社 

は ，経営理俳の 大きな柱の一つとしている． 

1 「経営基盤の 確立をする」は ， 12 の会社が 

これを理念としており ，またその方法として ， 

職業尊重，労使協力，企業意識の 徹底，創意・ 
協力などさまざまな 手段が考えられている．経 

営基盤の確立としては ， これらに加え 3 「営業 

活動の充実」， 4 「利益獲得」， 5 「効率化」，お 

よび 6 「管理」をも 含み，広告媒体価値，適正 

利益確保，生産性・ 付加価値向上，および 計画・ 

実行・結果 チ ， ック を，その内容としている． 

私企業としての 民放 社が ， これらの経営基盤の 

確立を目指すことは ，極めて当然であ り重要な 

ことといわなければならない・ この理念を掲げ 

ている会社は ， 兼営 局 Ⅱ， U 局 g, 「中上」 13 

社， 「 大 」 9, 「 中 」 8 などとなっている・ 

4. 放送局，放送人，放送，番組の 志向方向 

民間放送会社 は ，社会へ提供するサービスが 

放送であ り，番組であ るから， これについての 

理念を明確にしておくことが 必要であ る．その 

内容を具体的に 見ると， これがいかにもさまざ 

まであ ることに気がつく．各局が 同じ内容を唱 

えることなく ，独自の主張を 行なっているとい 

え よう ． 

ェ 「放送局の志向方向」では ，文化産業， 時 

代 感覚をもっ豊かな 心を育むテレビ ，映像文化 

創造，電波でなく 満足を売る，情報産業進出， 

などが強調されている・ 2 「これを達成する 方 
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法 」としては，創意・ 行動力の結集，公共性・ 

文化性の自覚，合理化推進，積極的行動，があ 

る． 

3 「放送人の志向方向」は ，誇り・使命感を 

もつこと，気概・ 品格，進歩的良識に 富むこと 

が 意味される． 4 「放送・報道の 志向方向」は ， 

まさに放送の 真髄について 画かれており ，中 

立，真実，敏速，基準遵守，品位，不偏不党， 
言論の自由，権 威，公平，公正，公器性，暮し 

に 役立つ， 明るく，楽しい ，県民の， といった 

価値が理俳となっている ， 

5 「提供する番組の 志向方向」では ，番組の 

あ るべき概念が 示されている・すなわち ，明日 

への活力となる ，楽しい，健全な ，明朗な， 良 

識 ・知性を高める ，やすらぎを 与える，優れ 

た，調和 ( 教育・教養・ 娯楽・報道のあ いだの ) 

あ る，潤いのあ る，充実・開発された ，などが 

番組提供の理俳とされている ， 

5. 民主的経営，職場，風土，仕草の 方向 

次に，経営理俳は ，職員が守るべき 基準を意 

味することもあ り， ここでは，職員の 職場での 

あ り方を，数は 少ないが示している・ 1 「民主 

的経営，社風」では ，民主性，進歩，積極， 活 

力 ， 明るさ， 厳しさ， 真剣 さ ， 社内融和， 信 

頼， などの価値が 重視されている． 

この ょう に見てくると ，経営理俳とは ，その 

会社の状況に 適合する社会的価値を 選ぶことで 

あ るといい うる ． 

また 2 「職場，風土」は ，職場の雰囲気づく 

りのために守るべき 基準であ って，風通し 善 

隣，笑顔，いいたいことをい う ，民主的決定に 

服す，少数精鋭，働 き 甲斐，家族主義・ 連帯， 
などが重要とされる． 

さらに， 3 「仕事」においてほ ，民放社の仕 

事 観 がわかる・仕事に 責任をもち，愛し ， これ 

を全うするだけでなく ， これによって ，工夫し 

自分を磨ぎ，大きな 人間になるためのものと 理 

解されている． 

6. 社会的価値の 尊重 

経営理俳は，その 会社の状況に 適する社会的 

価値を選択するものであ るといったが ， まさ 二 

その ょう な社会的価値が 列挙してあ り，その数 

も， ラジオ 8 社を ト ， プ として，少なくない． 

ェ 「創意工夫」は ， これまでの伝統的な 日本 

の価値には，あ まり見られないものであ る． エ 

夫 ，独創，創造，挑戦，革命といったことは ， 

今後民放 社で 尊重されるべき 価値であ る． 

次の 2 「伝統的価値の 尊重」には， 日本で従 

来から尊重されてきた 価値が列挙されている． 

それほ， 親和， 誠実， 勤勉，博愛， 和衷， 協 

同，公正，不正を 許さない， といった価値であ 

る 

XI.  社 風 

1.  3 種の社風に関する 民放 社 全体の謂 杢 結 

果 

経営理俳は，社風の 形成に役立つ．今日， 経 

常理念などに 基づいて社風の 形成に努め，会社 

の イメージの改善によって 経営成果に良い 影響 

を及 ヤ まそうとする 会社が少なくない． ここで， 

社風を， A 経営理俳に関連するもの ， B 経営の 

スタイル，能力，成績に 関連するもの ，および 

C 社会的感覚に 関連するものの 3 つに区分し 

て ，民放 社 として一般社会に 植えつげたい 社風 

の内容についてアンケートをしてみた・その 結 

果は ， 次のとおりであ る． 

A. 経営理俳に関連する 社風・①良質な 番組 
を 提供する会社 65 社 (78.3%), ②文化の香りの 

あ る会社 45 社 (54.2%), ③公共性のあ る会社 

43 社 (51.8%), ④視聴率の高い 会社 30 社 (36.1 

%), ⑤ 高 収益の会社 22 社 (26.5%), ⑥ジャー 

ナリズム性の 強い会社 20 社 ( 笏 ． 1%). 

B, 経営のスタイル ，能力，成績に 関連する 

社風・①社会的貢献，社会的責任の 強 い 会社 41 

社 (49.4%), ②営業力，販売力の 強い会社 32 社 

( 繋 ・ 6%), ③成長力のあ る会社 31 社 (37.3%), 

④番組の企画 力 ，編成力の強い 会社 30 社 (36.1 

%), ⑤情報化への 対応が優れている 会社 23 社 

(27.7%), ⑥人材が豊富な 会社 22 社 (26.5%), 

⑦番組の企画，編成が 弾力的な会社 18 社 (21.7 
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表 39 A. 経営理俳に関連する 社風 

総 高会 公あ ジズぃ 禄高 倫 韻 文の良を会 娯れ C う そ 不 

盆 柱 会ナの 
収 

  

数 の社 の社 り 強 の社 の社 9 社 組 る ふ 0 社 他 明 

全 体 
8@ 45@ 65 9 3 1 一 

22    26.5    51.8  43  24.1  20  36.1  30 9.6  54.2  78.3  10.8  % 6 1.2  一 
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テレビネット 系列 
NTV(NNN) 19 5 12 6 8 1  10  13  一 2 一 一 

Ⅰ㎝． 0  26.3  63.2  31.6  42.1  5.3  52.6  68.4 一 10.5   
TBS(JNN) 14 5 4 5 8 3 3 12 2  一一   

100.0  35.7  28.6  35.7  57.1  21.4  21.4  85.7  14.3     
CX(FNS) エ 0 3 6  一 4  - 一 7 5 4  一一   

工 ㏄， 0  30.0  60.0 一 40.0 @@ 70.0@ 50.0@ 40.0@ -   
ANBCANN) 9 2 2 3 3 I.I 4 9 1.1 I.I 1 一 

100.0@ 22.2@ 22.2@ 33.3@ 33.3@ 11.1@ 44.4@ 100.0@ 11.1@ 11.1@ 11.1@ - 
テレビ東京 3 ⅠⅠ 

2  - 一   Ⅰ・ 上 井上 3 1  - 一   
100.@0@ 33.@3@ 66.7   一 33.3  33.3  Ⅰ 00.0  33.3  一   

泉城 U 局 放送 6 ⅠⅠ 5 Ⅰ ll ユ 1  一 3 6@ -     
Ⅰ 00.0  16.7  83.3  16.7  16.7  一 -  50.0  100.0       

その他 22 5 12 5 6 2 Ⅰ 7  Ⅰ 7 1  一   

Ⅰ 000.0  22.7  54.5  22.7  27.3  軋 Ⅰ 77.3  77.3  4.5     
筆頭株主 

個 人 14 5 7 3 4 2 9 9 3  一一   
100.0@ 35.7@ 50.0@ 21.4@ 28.6@ 14.3@ 64.3@ 64.3@ 21.4@ -   

地方公共団体 11 2 8 3 3@ - 5  10  一     
100.0@ 18.2@ 72.7@ 27.3@ 27.3   45.5  90.9  一     

新聞社 15 3 8 3 5 3 6@ 14 2 1  一 一 
1 ㏄ -0  20.0  53.3  20.0  33.3  20.0  如 ． 0  93.3  13.3  6.7  一 一 

放送会社 5 Ⅰ 一 3 2 1 2 4  一一 ⅠⅠ エ -- 

100.0  20.0 一 60.0  40.0  20.0  40.0  80.0  一 20.0  20.0  一 
一般株式会社 15 4 9 3 6  一一 7 13 2  一一   

100.0@ 26.7@ 60.0@ 20.0@ 40.0 一 46.7  86.7  13.3  一   
複数株主 14 5 6 3 6 Ⅰ ユ 9 10 Ⅰ 上 Ⅰ 上   

100.0@ 35.7@ 42.9@ 21.4@ 42.9@ 7.1@ 64.3@ 71.4@ 7.1@ 7.1   
公表せず 9 2 5 2 4 I.I 字 5 1  一   

100.0@ 22.2@ 55.6@ 22.2@ 44.4@ 11. 1@ 77.8@ 55.6@ 11.1     
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%), ⑧経営力の強い 会社 14 社 (16.9%), 

C. 社会的感覚に 関連する社風・①信頼のお 

げる会社 59 社 (71.1%), ②躍動的で " イタリテ 

ィあ る会社 48 社 (57.8%), ③創造的で，開拓的 

な会社 30 社 (36.1%), ④大衆性あ る会社 19 社 

(22.9%), ⑤オープンで 自由な会社 15 社 (18.1 

%), ⑥積極的な会社 14 社 (16.9%), 0 個性的 

な会社 13 社 (15.7%), 

2.  「経営理俳に 関連する社風」のタイプ 別 

分析 

前節の「経営理俳のいろいろ」で 本間に関係 

あ る調査結果は ，①番組編成 権 一 1.78, ②文化 

向上一 1.67, ③倫理性一 1.53, ④公共性一 1.33, 

⑤視聴率一 1.33, ⑥ジャーナリズム 性 一 0 ・ 86, 

の 利益追求 一 0.83, ⑧娯楽桂一 0.34, となって 

いる． 

本間の回答結果は 上述のとおりであ るが，結 

果がこの調査結果と 良質番組を除いてほ ば 一致 

していることは ，興味深い・ 経営理俳が社風と 

して会社の内外に 定着するためにほ ，視聴者， 

スポンサⅠ社員に 訴え，説得力と 実践性のあ 

ることが必要であ ろう． 

タイプ別分析として ，表 39 に よ れ ば ，兼営 局 

は ，仙居よりも 良質番組 (83.3%) と公共性 

(50.0%) を強調し，文化性 (25.0%) への関心 

は低い，次に ， V 局は， 他と 比べて良質番組 

(71.4%) と文化性 (71.4%) を強調している・ 

他方視 職率 (42.9%) に関心をもつものの ， 収 

益性 (0%) には関心がない・また U 局は， 

良質番組 (76.7%), 文化性 (56.7%), 公共性 

(50.0%) を強調しまた 視聴率 (36.7%) と収 

益性 Ⅹ 33.3%) に関心をもつものの ， ジャ 一 ナリ 

ズム性は力説しない (10.0%). さらに， ラジ 

オは，良質番組 (77.3%) と文化性 (77.3%) を尊 

重するが，視聴率 (27.3%) には関心が薄い・ 

経営理俳的社風を ，資産総額で 検討すると， 

資産総額が，大きいところほど 公共性と文化性 

が 小さくなり ( 公共性，資産総額「 大 」 35.7%, 

50.0%, 47.8%, 66.7%, 63.6%, 文化性，資 

産総額「 大 」 35.7%, 45.5%, 47.8%, 75.0 

%, 81.8%), これに対して 視聴率が大きくな 

る ( 「 大 」 57.1%, 40.9%, 30.4%, 33.3%, 

18.2%). 大規模会社が ，社会性よりも 視聴率 

を社風とするのは ，企業としての 効果を考えて 

いるのであ ろうか・他方，資産総額で 目立つこ 

とは，「中上」の 段階の会社が ， 他の段階と比較 

して，良質番組 (68.2%) を低く評価し ， 高 収 

益 (40.9%) を強調していることであ る・ 

テレビネット 系列別に型を 示してその特質を 

明らかにしたい．一般に 良質番組・公共性型が 

多いが，それは ， NTV (68.4%, 63.2%), テ 

レビ東京系列 (100.0%, 66.7%), および泉城 

U 局 放送 (1 ㏄・ 0%, 83.3%) であ る・ TBS は， 

良質番組・視聴率 (85.7%, 57.1%) 型 ， CX は 

文化性・公共性 (70.0%, 60.0%) 型，そして， 

ANB は良質番組・ 文化性 (100.0%, 44.4%) 

型であ る・ 

次に，筆頭株主別に 見ると， 良質番組・文化 

性型は ， 個人 (64.3%, 64.3%) と複数株主 

(71.4%, 64.3%) であ る・良質番組・ 公共性型 

は，地方公共団体 (90.9%, 72.7%), 新聞社 
(93.3%, 53.3%), そして一般株式会社 (86.7 

%, 60.0%) であ る・地方公共団体は ，収益性 

(18.2%) を他社よりも 最も低く評価しており ， 

その性格に合致したイメージを 創り出してい 

る・良質番組・ジャーナリズム   珪は，放送会社 

(80.0%, 60.0%) であ り，新聞社に 伐 ってこの 

型を採ろ う としている よう に見える・ 

3.  「経営のスタイル ， 能力， 戒杖 に 関連す 

る社風」のタイプ 別分析 

経営理俳に関連する 社風については ， あ る程 

度経営理俳の 定式化が行なわれているので ， 社 

風の パターンは，常識的であ り業界で一般 仁 予 

想できるところであ る・ ところが，経営のスタ 

イル，能力，成績， さらには社会的感覚に 関し 
て社風を問 う となると， その回答 は ，極めて 多 

面的であ る・ もっとも， 日本的経営が 表現され 

ているのであ れば，意外に 画一的たりうる・ 回 

答はタイプごとに 異なっており ，むしろ仝後の 

問題として，あ るべき姿を，会社ごと ，あ るい 
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表 40 B. 経営のスタイル ， 
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は タイプ毎に，民放社の 将来の姿を期待して 模 

索しているといえ よう ・今回の調査は ， テ （ マ 

の 新しさと複雑さを 示すものの，そのための 一 

つ め ステップであ るといえ よう ． 

模索中であ ることの証拠に ， タイプごとに 明 

確なパターンが 現われていない・ 表 40 によれ 

ば ， この意味で，「社会的貢献・ 社会的責任の 

強い会社」を 社風としたい 会社が，兼営 局 ， V 

局 ，および U 局で一番多い 項目となっており ， 

これを評価すべぎであ る．それを踏まえて ，型 

によってこの 社風を類型化するならば ，兼営 社 

は ，社会貢献性・ 人材豊富・番組企画編成 力 ・ 

情報化対応性 (62.5%. 41.7%, 37.5%, 29.2 

%) 型， V 局は，社会貢献 牲 ・番組企画編成； 

・番組弾力的企画編成・ 営業力販売力 (71.4 

%, 57.1%, 57.1%, 囲 ・ 6%) 型， U 局は， 社 

会 貢献性・成長性・ 営業内販売力・ 番組企画編 

成 力 ・情報化対応性 (50.0%. 50.0%, 46.7%, 

26.7%, 26.7%) 型であ り， さらにラジオは ， 

成長性・営業力販売力・ 番組企画編成 力 ・情報 

化対応性 (50.0%, 45.5%, 40.9%, 31.8%) 

型であ る・ 

民放 社 として摸索中の 問題でもあ り， この社 
風のパターンは ，経営規模・ 活動に ょ 6 差異は 

容易に見出し 難い・ただ，あ る程度は明確にい 

いう ることは，資産総額に 関連して， これが大 

きいほど，社会的貢献性は 高くなり，他方成長 
性は低くなる・ 逆に，資産総額「 小 」の会社ほ 

ど，成長 桂を PR したひと思 い ，社会貢献 桂に 

力点を置かなくなるのであ る・何れにせ よ ， 社 

風を説明できる 理論的フレームを 持たなければ 

ならない． 
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能力，戒杖 に 関連する社風 

自 の 社 グ 結 い 幅に い 掻い 成る 戦う トネがる 人な 組い 社 ・ 任社 そ 不 
社ぅ ル 東金 広進る 常 会 長会 略ま ッジ優会 
のま @ カ 社 い出会 力社 力社 策いプメれ 辻が社 村会   の 
広 い プの 事 し社 

の強 

の 宝合 ・ ンて 豊 
生 口 ム ム の強 業て あ 0 社 マトい 吉 の強   他 明 

  
  

6 4 Ⅰ 4 31 5 4 22 9 41 ] ■ ユ 2 
7. 2 4.8  16. 9  37.3 6.0 4.8  26.5  10.8  49.4 1. 2  2.4 

  2   5 3 ] ■ ユ   Ⅰ 0 3 15   
        

ⅠⅠ 

8.3 20.8  12.5 4.2 41.7@ 12.5@ 62.5 4.2 
  2     2 Ⅰ 士 Ⅰ 1 Ⅰ ⅠⅠ 5 ] ■ ユ   
  28.6     28.6@ 14.3@ 14.3@ 14.3@ 14.3@ 71.4@ 14.3   

  五 Ⅰ 3 7 15 ヰ ユ ・   6 3 15     
  3. 3  10.0  23.3  50.0 3.3   20.0@ 10.0@ 50.0     

  1.1 1.1 2 11 2 3 5 2 6   
    

叩上 

4.5 4.5 9. 1  50.0 9. 1  13.6  22.7 9. 1  27. 3 4.5 

        6   2 2   3   
              

ⅠⅠ 

54.5 18. 2  18.2 27.3 9, 1 

  1.1 2 Ⅰー ム 5 ] ユ ■   I.I 3 5     
  8. 3  16.7 8. 3  41.7 8.3   8.3  25.0  41.7     

  3 Ⅰ・Ⅰ 5 9 Ⅰ・Ⅰ 1.1 4 ] ■ ユ 12   
    

ⅠⅠ 

13. 0 4.3  21.7  39. 1 4. 3 4.3  17.4 4.3  52.2 4,3 
    1.A 6 9 2   9 3 12     
    4.5  27. 3  40.9 9. 1   40.9@ 13.@6@ 54.@5     

  2   2 2 ⅡⅠ 1.1 5 2 9 1 上   
  14.3   14.3  14.3 7. 1 7. 1  品． 7  14.3  64.3 7. 1   

表 にはないが，テレビネット 系列別に ， 画い のため，回答では 表 41 のごとく各項目に チヱッ 

ている社風像を 見るならば， NTV は社会的貢 クが 散らばっている・その 中で， 3 項目だけが 

獣性・番組企画編成 力 (63.2%, 42.1%) 型， 多 い 数値をえている・①信頼性，②躍動的， ，ィ 

TBS は社会的貢献性・ 人材豊富性 (50.0%, タリティ， および③創造的開拓性であ る・ 

50.0%) 型 ， Cx は社会的貢献性・ 成長性 (70 ・ 0 タイプ 月 IK= 見て ， ラ ・ テ 兼営単独では ，信頼 

%, 50.0%) 型 ， ANB は成長性・番組企画編 性 という日本的基準について ，兼営 局 ほこれを 

戒力 (66.7%, 55.6%) 型，テレビ東京系列は 営 植えっげたいと 考えることが 非常に多く (95.8 

業力販売力 (1 ㏄ %) 型 ， そして泉城 U 局 放送は %), ラジオ局は半々であ る (50.0%). ここで， 

企画編成弾力性・ 社会的貢献性 (83.3%, 66.7  伝統的な局と ， 新しい 局 との価値観の 違い な見 

%) 型であ る・民放 社 はそれ自身， これらの型 ることができる・ 兼営 局は ，信頼性 (95.8%), 

0 社風を形成し 社会一般にこの 種のイメージ 創造的開拓性 (45.8%) を他局ょり好み ，躍動的 
を 与えようとしている・ バイタリティ (33.3%) はそれほど好まない・ 他 

4.  「社会的感覚に 関連する社風」のタイプ 方 ， ラジオは，躍動的バイタリティ (68.2%) を 

別 分析 強調し他方，創造的開拓性 (22.7%), 大衆性 

社風が，現代風のものを 含めて社会的感覚に (13.6%), 積極性 (13.6%), 個性 (13.6%), ォ 
関連するときは ，一定の型が 確定しにくい・ そ 一フ ン さ (9.1%) などに関心度が 低い   
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表 41 C. 社会的賊党 
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に 関連する社屋 
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地域別に見ると ，一般的傾向 (1 位から 3 位 

まで，信頼性，躍動的 " イタリティ，創造的開拓 

性 ) はほとんど変らないが ，興味あ ることは， 

北海道・東北でオープンさ (35.7%), 東京で大 
衆性 (57.1%) とヱクセレソス ( 践 ・ 9%), 近畿で 

個性 (37.5%) が強調されていることであ る・ 

次に，経営の 規模 別 ・活動別に，社会的感覚 

の社風を見ると ，資産総額で ，大 ぎくなればな 

るほど「信頼性」が 強くなり ( 「 大 」 85.7%, 

81.8%, 65.2%, 58.3%, 「 小 」 54.5%), 他方 

「若者への理解性」が 弱くなる ( 「 大 」 0%, 4.5 

%, 8.7%, 25.0%, 27.3%) ことが面白い． 

経営規模 別 ・活動別に， この社会的感覚を 検 

訂 すると，その 要因がどのような 条件の下でど 

 
 
 
 
 
 
よ
 
⑤     ，⑥     ・ このと ぎ ，矢印は， 

その社風 ( 価値 ) 要因が小さい 比率から大きい 比 

率へ変化することを 指す・①の例は ，営業収益 

が「 大 」から「 小 」 へ 行くに つ れて，「躍動的バ 

イタリティ」が ，少ない比率から 多い比率へ 変 

化する・ ②は， 従業員での「創造的開拓性」， 

③は，当期利益での「オープンさ」，④は ， 従 

業員での「洗練性」，⑤は ，資産総額での「躍 

動的バイタリティ」， および⑥は， 当期利益で 
の 「創造的開拓性」であ る・ 

社会的感覚としての 社風が， この ょう に規模 

や活動の条件が 変化するに つ れて，異なる 軌道 

を画くことを 知ることは，大切であ る・価値の 

分析は， この ょう に，絶対的にでなく ，条件 変 

化に伴 う 変動量として 捉えるのが，分析上有効 

であ ろう・ 

次に ， 表にはないがテレビネット 系列別に， 

社会的感覚の 社風を見ると ，次のような 型に分 
類できる・先にも 述べたごとく ， この社風につ 

いての回答は 多くの項目に 散らばるものの ， 中 

核 的部分では確定的であ ることが，次の 分類で 

理解できる・ 

信頼性・躍動的バイタリティ 型は， TBS 

(92.9%, 42.9%), CX(60.0%, 60.0%), お 

ょび ANB(88.9%, 66.7%). そして信頼性・ 

創造的開拓性型は NTV(73.7%, 57.9%), 躍 

動的バイタリティ・ 個性型はテレビ 東京系列 

(100.0%, ェ ㏄・ 0%), また信頼性型は 県 域 U 局 

放送 (83.3%) であ る・ 

筆頭株主別に 見て驚くことは ，すべてが，信 

頼性・躍動的バイタリティ 型であ ることであ 

る．わずかに ， 「個人」には 積極性が加わるこ 

と，地方公共団体は 上の型の順序が 逆になるこ 

と ，放送会社は 両者とも同じ 順序であ ること， 

が留意点であ る・ 

( この論 稿は ，財団法人「放送文化基金」，昭 

和 60 年度後期の助成を 得て執筆したものであ 

る・ また，多項目に 亘る アンケートに 回答して 

下さった民放各社の 経営者の方々に ，心から御 
礼申し上げる・ さらに，本稿の 調査に当っては ， 

放送産業経営研究会の ノ ン " 弓 東山損亡 氏 ， 

伊藤誠二氏，村瀬真文民， とくに藤原動 達 氏か 

ら，多くの御協力を 得ており，深く 感謝すると 

ころであ る． ) 

( 未完Ⅰ 

( おくむら とく いち 横浜国立大学経営学部教授 コ 


